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第９７回 近畿ブロック知事会議 

                    日時：平成２７年５月２８日（木） 

                         １５：００～１７：３５ 

                   場所：京都銀行金融大学校桂川キャンパス 

 

開会 午後 ３時００分 

○事務局  ただいまから第97回近畿ブロック知事会議を開催いたします。 

 開会に当たりまして、近畿ブロック知事会会長の和歌山県の仁坂知事からご挨拶をお

願いいたします。 

○仁坂会長  ご多忙のところ、皆様、第97回近畿ブロック知事会議にご参加いただき

ましてありがとうございます。今日は議題がたくさんありますけれども、時間も限られ

ておりますので、手短にかつ忌憚なくご発言くださいますようにお願い申し上げます。

それでは座らせていただきます。 

 会長を今期務めておりますので、恒例により座長として、議事進行を務めさせていた

だきます。 

 お手元に配付している資料のうちの会議次第の次に添付している資料は、昨年秋に和

歌山県で開催されました第96回近畿ブロック知事会議の協議結果を踏まえた行動結果で

ございます。協議結果をもとにして、こういう運動をしたとか、要望に行ったとかをま

とめてございますが、説明は省略させていただきます。 

 大項目の議題の１番目、国への提案要望については、16時45分をめどに議論を取りま

とめたいと思いますので、協力をお願い申し上げます。 

 それから国への要望という形になりますと、従来の取り扱いどおり、この会議で方向

性を議論いたしまして、会議終了後、事務方で速やかにまとめて、一番中心になってい

る府県を中心に行動するという方針でいきたいと思います。 

 それでは、まず議題の１の（１）でございますが、地方財源の充実にかかわる地方一
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般財源総額の確保について、鳥取県から提案趣旨の説明をお願い申し上げます。 

○平井鳥取県知事  ありがとうございます。本日ここで近畿ブロックの知事会という

ことで仁坂知事、また京都の皆様に大変お世話になりました。まずもって感謝を申し上

げたいと思います。 

 ちょうど今、国のほうで黒字のプライマリーバランスをどうするこうするという話が

あります。これについて、そのつじつまをどうやって合わせるかが議論になっているわ

けであります。先ごろは社会保障の負担につきましては、これは高齢者の社会保障負担

だとか、そうしたことなどが取り上げられたわけでございますけれども、こんなことと

あわせて、もう一つ焦点になっておりますが、地方財政の扱いでございます。これにつ

いてペーパーのほうに配らせていただいているわけでございますけれども、国・地方の

プライマリーバランス、地方は一生懸命努力をして、それでこれまでプライマリーバラ

ンスを整えようとしてきたわけでありますが、幾つか今後の想定がございまして、国・

地方、どうするこうするというのがこのグラフのようにあるわけでございます。先ごろ

から気になりますのは、財政制度等審議会におきまして、交付税について、例えば別枠

加算であるとか、歳出特別枠をカットするとか、そうした議論が横行しておりますし、

経済財政諮問会議におきましても非常にラディカルな地方財政に調整弁をつけると、そ

んなような議論が強まっております。私自身も自由民主党のほうの財政再建に関する特

命委員会のほうに知事会の代弁者として出させていただきましたけれども、非常に厳し

い状況が続いているのではないかと思われるところであります。 

 １枚おめくりをいただきますと、そういう中で、じゃあ地方は無駄遣いをしているか

という議論があるわけでありますが、上のほうにございますように膨らんでいるのは社

会保障の経費であります。減っているのは、逆に投資的経費だとか、あるいは人件費、

給与関係経費でございます。ですから、地方は節減努力をしているというのが実情であ

ります。 

 また下のほうにございますように、地方で自由になるお金というのは、実は八、九割



－3－ 

ほどはできない。これは国が定める基準でやっているものでありまして、裁量権がない

わけでありますから、まずは国のほうがこういう行財政改革をやるならば、自分たちで

やることが筋ではないか、そういうことだと考えております。 

 その次の３ページ目をごらんいただきますと、国を上回る給与カット等を行っており

ます。２兆6,000億円に対しまして、国は6,000億円しかしていない。職員数も地方は

21％削減していますが、国は３％しか削減していないということであります。この際、

近畿ブロックとしても論陣を張って、こういう地方財源の充実確保、一般財源の総額確

保に向けて、のろしを上げ、強力に運動を展開するべきだと思います。 

○仁坂会長  その辺につきまして、ご意見ございませんか。どうぞ。 

○鈴木三重県知事  関連して一言。今の先ほど平井知事からも最近財務省や財政審な

どでのラディカルな意見ということがありまして、私も１点懸念をしている点を共有さ

せていただければと思っていますのは、教職員定数の合理化計画の話が出ています。児

童とか、人口の減少に合わせて基礎定数を下げていくという部分は一定理解できる部分

はなくはないと思うんですが、今回加配のところまで踏み込んで議論が出てきています。

各県でもそうだと思いますけれども、特別支援学校・学級、それからうちで人口10万人

当たりの日本語指導の必要な生徒というのが全国が一番多いというようなこともありま

すので、外国人児童生徒の対応、あるいはいじめ・不登校、そういうような形も含めて、

地域の実情に応じた教育をやろうと思うと加配の教員が必要であるというふうに思って

おりますので、それはまさに地方創生などと逆行するのではないかというふうに思って

おりますし、加配の89％は国からの財源でできますので、それが仮に地方につけ変えら

れるなどのことがあるとするならば、地方財政にとっても影響が大きいというふうに思

っておりますので、この点についても少し懸念の共有ということでございますけれども、

危機感を共有していただいて、今後の提言などにも盛り込んでいただければありがたい

と思います。 

 以上です。 
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○仁坂会長  他にございますか。どうぞ。 

○山田京都府知事  本当に教育問題のような国家の一番大切な問題について、教育の

見地を十分に踏まえることなく、財政的な見地から議論をしていくのは、非常に荒っぽ

い話ではないかと思いまして、ぜひともこの地方財源の充実確保に項目を１個追加して

いただいて、この後、私どもと三重県で子供の貧困問題も出そうと思っているんですけ

れども、やはり一番学校できちっとした教育が行われることが前提であり、加配は本当

に丁寧な教育の基本になっているところでありますから、格差が問題になっている中で、

こうした形で荒っぽい削減論が出てくることについては、ぜひともこの近畿ブロック知

事会からも要望していただけたらなと思っています。 

○仁坂会長  他にございませんか。どうぞ。 

○井戸兵庫県知事  非常に気になる意見は、人口減少等を踏まえた歳出改革を行う必

要があるというところなんですよね。人口が多いところは多いなりの歳出需要があるけ

れども、少ないところは歳出需要がないよという、この決めつけ方が非常に問題になる

んですね。地域創生といって、地域に人が住むことを奨励しようとしているはずなのに

減ったら財源は減らすぞと、こういう話なんですね。こういう矛盾した対応をするんで

すね。例えば地域手当もそうなんですが、一番東京が高いんです。東京に人が集まれ、

集まれという仕掛けを充実しながら、地方に住め、住めと、こういう施策を称揚しよう

としていますので、やはり国としておかしな対応をしているんじゃないかということを

あわせて指摘しておく必要があるのではないかと思います。ぜひそのような方向でおま

とめいただくとありがたいなと思います。 

○仁坂会長  よろしいですか。 

 それでは、特に平井知事のメーンのお話に加え、教育の話とか、井戸知事が言われた

視点とかを盛り込んだ形で取りまとめいただくということでお願いできますか。 

 それでは、よろしくお願いします。 

 次に１の（２）ですが、防災対策の推進でございます。 
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 これについては、２項目ありまして、南海トラフの地震対策と土砂災害対策に分けて

議論したいと思います。 

 まず、提案者でございますので、私どもから提案趣旨の説明をさせていただきます。 

 まず資料の１ページ目と２ページについては、日本海側は別にして、我々ここにいら

っしゃる方のほとんどのところは、南海トラフ地震の洗礼を受けるはずの地域でありま

す。それぞれの県、あるいは市町村ごとにどうやってここから逃げるかということを必

死になって考えていると思います。和歌山県では、死者をゼロにしようということで、

とにかく一生懸命頑張っているつもりですが、そこで最大の問題は早く逃げようと思っ

ても、津波が早く来るので逃げられない地域があるということなんです。いろいろ詳細

に分析をして、やっぱりそういった地域が若干あるということが分かりました。それを

今度は死者ゼロにするためには、そこにずっとそのままの形で住んでいると死んでしま

うものですから、上に上げるか、横に移すか、いろんなことをしないといけないのです。

その時に例えば集団による高台移転ということを考えると、地域改造みたいなものを伴

うんですけれども、東日本大震災の被災地に対する優遇と、これから発生すれば必ず死

んでしまうような地域に対する助成と随分レベルが違うんです。私たちは自分で頑張れ

ば逃げられるような地域まで全部被災地並みにしてくれとは言いませんが、せめてどう

走っても逃げられない地域については、少なくとも被災地並みの手だてをして救ってく

れないかというようなことを言いたいなと思っております。 

 資料の図は、どこが浸水をするかとか、どこどこは逃げられないとか、ここまで持っ

ていったら逃げられるとかを示しております。そこにいろいろ書いてるのは、三連動、

すなわち過去最大の地震が起こった場合の逃げ方を分析しておりまして、これはもう対

策もできています。対策はできておりますが、巨大地震の対策は、これよりもっと広範

囲になることから、さっき言いましたように多大のお金がかかるような対策については

助けて欲しいというのが私どものお願いでございます。 

 このために以下の事項を要請したいと思っております。河川・海岸堤防・港湾・漁港
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施設等を推進するための重点的な予算配分、避難路とか、避難場所の施設の整備を促進

するための十分な予算の確保、それから私が申し上げましたように、逃げ切れないとこ

ろについては、特に手厚い助成をお願いしたいということを皆さんと一緒に国に要望し

たいと思っております。 

 提案者からの説明は以上ですが、皆さん何かございませんか。 

 徳島県さん。 

○熊谷徳島県副知事  南海トラフの巨大地震は皆さん影響がありますが、特に和歌山

県、徳島県は大きな影響があると考えております。東日本大震災を見ておりましても大

きな被害からいろいろな教訓を得たわけでありますけれども、中でも上水道や下水道と

いった、私たちの生活や命を守る施設が大きな被害を受けたこともあります。その水道

管という、上水道というのは液状化現象が起こると、浮力で浮いてしまってぼろぼろに

なってしまいます。私たちの想定では、地震が起こる92％が今の状況では壊れるという

ふうになっています。これを復旧するというのはかなりの時間がかかりますので、水道

管、上水道につきまして、耐震化の促進をするための助成事業、助成制度をつくっても

らいたいというふうに私ども県のレベルでは国に対して要望させていただいております。

そういう点で今回の要望の中で、水道施設の耐震化に必要な助成制度の拡充、そのあた

りも盛り込んでいただければありがたいと思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○仁坂会長  極めてごもっともだと思います。 

 他にございませんか。どうぞ、荒井知事。 

○荒井奈良県知事  関連ですけれども、避難対策については、一次的な避難と二次的

あるいは長期的な避難があって、一次的な避難は発災直後の現場での避難になりますけ

れども、二次的な避難は救援活動により現場から避難するということもできると思いま

す。そこで、南海トラフ巨大地震が発生した場合に、ヘリコプターによる救命救助や孤

立集落等への救援を奈良県が担うため、五條という地域にヘリポートを併設した陸上自
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衛隊駐屯地誘致の要望活動をしております。構想としては、被災時に陸上自衛隊が国道

１６８号などを迅速に道路啓開して救援に行くということもありますけれども、一方で、

五條地域のヘリポートに大型ヘリが到着し、そのあと分散して紀伊半島沿岸部等に向け

迅速に救援することも可能となります。南海トラフ巨大地震対策として、県独自で継続

して要望を重ねておりますので、関連の事業ということでご認識をしていただければと

思います。まだ国費の調査費がついただけでございますが、この南海トラフ巨大地震は

実際にそういうことが起こらないのが一番ですけれども、何かのときに役に立つことが

あり得るんじゃないかという心構えでしております。 

 以上です。 

○仁坂会長  ありがとうございました。 

 どうぞ。 

○井戸兵庫県知事  追加をしていただくとありがたいなと思うんですが、本県で南海

トラフ対策に一番重点を置いていますのが防潮堤なんですね。防潮堤は二つの側面があ

りまして、一つは、液状化で沈む。この沈み方が１メートルを超えるような沈み方をす

るところも出てくるんです。ですから、この液状化対策を進めていかなきゃいけない。 

 それともう一つは、特に1,000年に１回規模の地震のときは、今のままだと波が防潮堤

を越えて、引き波のときにぱたんと倒れてしまう。したがって、防潮堤を越流しても壊

れない構造に強化しなければいけないんです。試算をしてみますと、大体神戸市分も入

れて事業費ベースで10年間で800億円ぐらいかかります。ですから、この対応をしっかり

とできるような助成を確実にやってほしいということをぜひ入れていただくとありがた

いなと思います。 

 

○仁坂会長  ありがとうございました。どうぞ。 

○鈴木三重県知事  簡単に一言だけ。提言の文章をまとめる際に、仁坂知事とも一緒

に行かせていただいている９県の知事会議の中に入れている海抜ゼロメートル地帯対策
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とコンビナートの護岸の対策などについても項目として入れていただくとありがたいと

思います。 

○仁坂会長  他にございませんか。どうぞ、大阪府さん。 

○榮野大阪府企画室長  大阪府でございます。代理で申しわけございません。 

 南海トラフ対策に関しまして、和歌山県の提案については賛成でございますが、２点

ばかり追加で要望、調整をお願いしたいと思っています。 

 今、井戸知事から申し上げていただいたように、私どもも防潮堤対策とか取り組んで

おりますが、防災関連予算自身が総額で確保できていないということで、総額確保とい

う要望。具体的に申し上げますと、全国防災事業は今年度に終了するとか、緊急防災・

減災事業債制度、これも来年度に終了するということを聞いております。 

 こうしたことを受けまして、防災関連予算の制度の恒久化、拡充、地方財政支援の充

実、こういった趣旨を盛り込んでいただきたいのが１点でございます。 

 もう１点は、ちょっと細かくなるんですが、国のほうで南海トラフ地震における具体

的な応急対策活動に関する計画が策定されまして、プッシュ型支援計画、国のほうが一

方的に災害が起こったときに地方を支援するということなんですが、その中で都道府県

ということになっている燃料なんですが、燃料につきまして、保管・搬送が非常に困難

な物資でございますので、燃料についても国のプッシュ型支援の対象になるように要望

をしたいと思っておりますので、ぜひ調整方お願いしたいということでございます。 

 以上でございます。 

○仁坂会長  ありがとうございました。 

 さっき井戸知事が言われた防潮堤は、先ほど私が説明する際にはしょったんですけれ

ども、死者ゼロにするためにと考えたら、防潮堤の強化というのは第一義的に必要なん

です。止めるだけではなくて時間稼ぎするというのもあるんです。その時に仰るように

引き波でひっくり返らないように、東北で起こったことのようにならないように、周り

を固めるような方法などを必要として、和歌山県も10年ぐらいでそれをやろうと思って
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いるんですけれども、やっぱり膨大なお金がかかるんです。全額じゃないかもしれませ

んが、ちゃんと助けてくださいというのはぜひ言いたいと思います。 

 皆さんのそれぞれ言われた点について、要望に盛り込めという話は極めて切実な話で

あると思いますので、後で文章の調整をさせていただきまして、まとめたいと思ってお

ります。 

 それでは、土砂災害対策の充実・強化については、兵庫県からお願いします。 

○井戸兵庫県知事  昨年の８月に兵庫の中央部ですが、丹波市の市島町というところ

が大変大きな土砂災害に遭いました。流出土砂量は50万立米で、山地ですから人的被害

は少なかったんですけれども、広島の1.5倍の土砂流出量があったという状況です。兵庫

の場合、面積も広いということもありまして、土砂災害警戒区域が２万100箇所あるんで

すね。それで、そのうちソフト面はともかくハード面で治山ダムと砂防ダムを整備した

ほうが望ましいという渓流が１万1,000箇所ありまして、この１万1,000箇所を曲がりな

りにも砂防ダム１個、治山ダム１個でも配置しようとすると約70年ぐらい、今のペース

だとかかる。今年、単独だけで25億円入れたんですが、それでもそれぐらいの時間がか

かってしまいます。そういうこともありまして、ぜひ財源の確保が重要なんです。これ

が一つです。 

 それからもう一つは、緊急防災・減災事業債を活用したいんですけれども、公共施設

の耐震化に限定されていまして、土砂災害防止事業、治山ダムとか砂防ダムには使わせ

てくれないんです。財政当局に頼んだら、「原課である国交省も何も言ってこない。そ

れだけの位置づけを財政当局だけでするのはつらい」と、こう言いますので国交省の砂

防部長にも頼んでもいるんですけれども、やはり対象事業の範囲を広げてほしい、その

ような意味で提案内容に書いておりますのが、公共事業予算の確保と緊急防災・減災事

業債の対象事業の拡大です。 

 最後の（２）に書いております土砂災害特別警戒区域の指定なんですが、今の手続で

は、市町村長の同意が要るんですけれども、市町村長は住民から反対されたら、うんと
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なかなか言えない立場なんですよね。それで現実に本県も特別地域の指定は開発をさせ

ないためにしている。つまり人が住んでいるところはまだ全然手がついていないような

状況になっています。 

 したがって、これも国のほうにも要請しているんですが、都市計画区域の決定のよう

に、縦覧のような指定の手続を具体化してほしいということをお願いしております。利

害調整をしなくてはならない手続ですので、一定のルールを法定化して、それにのっと

ったら指定ができるという、そういう仕組みにしてほしいというのがこの土砂災害特別

警戒区域の弾力的な指定手続の提示。これは弾力的ではだめなので、具体的な縦覧等の

制度を導入しろと、こういうふうにぜひご理解を得て、要望していきたいと考えていま

すので、よろしくお願い申し上げます。 

○仁坂会長  これについてございませんか。どうぞ、荒井知事。 

○荒井奈良県知事  紀伊半島でも深層崩壊ということで、深層崩壊のメカニズムとい

うのを３年かけて研究したんですけれども、どこで起こるのか、100年前に同じところで

起こっているということがわかりました。それで紀伊半島もそうだけど、日本列島を褶

曲したときのその層が傾斜と一致しているところはすべりやすい、それと一致していな

い、逆になっているところは比較的、水の流れが違うからすべりにくいというようなこ

とがある。それと四万十帯とか、中央構造帯とか、溝ができるのは、そういうことにな

っていると。100年前から地名で赤水とか、冷水等の名前がついているところは赤い水が

流れるとか、窪地になっているところは水がたまって落ちやすいとかありますが、尾根

はなかなか落ちないんですね。尾根はほとんど崩れないということなんですけれども、

道路ができないから、人が住みにくいですけれども、昔の人は尾根が安全なのがわかっ

ているから、細い道を歩いてでも尾根に住んでいる人がいるんですよね。今は限界集落

になるんですけれども。尾根の高いところにトンネルで道路が上がれば、尾根住まいと

いうのは割と安全だというようないろんなことがわかってきました。国土を改造すると

いうのはものすごいことで、７割が山の日本を改造するというのは、途方もないことな
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んですけれども、住まい方という意味で、地層の勉強を多少して、そんなことがわかっ

てきましたので、ほかの地域のことはよくまだ調べていないですけれども、そのメカニ

ズムを外国の有力者、トップの人に来てもらって、いろいろ調べましたので、その分野

の人には多少参考になる資料になっております。ご参考ということでございます。 

○仁坂会長  ありがとうございました。 

 他にございませんか。 

 それでは、むしろ提案された井戸知事から発言のあった「弾力的」という文言修正を

含めて、要望を取りまとめていただくようにお願い申し上げます。 

 では、その次に行かせていただきます。 

 広域インフラの整備促進について、５項目ございます。交通インフラとエネルギーイ

ンフラとに分けて議論をさせていただくようにしたいと思います。 

 先に交通インフラを議論することとし、資料の①から④までを提案県の鳥取県と三重

県、それから本県と福井県の順に提案趣旨の説明を行いまして、その後議論したいと思

います。 

 それでは、まず鳥取県からお願いします。 

○平井鳥取県知事  鳥取県資料というペーパーをごらんいただきたいと思います。 

 ようやく我々でも皆で協力をし合い、ハイウェイのネットワークがつながり始めてき

ました。ここ京都でも100キロに及ぶ京都縦貫道が７月18日ですかね、全線開通がいよい

よなされるというふうにお伺いをしておりますし、田辺からすさみまで、これも紀勢線

のほうがつながるということになってきました。少しずつでありますが、このような進

捗を図られております。しかしこの地図をごらんいただくとわかりますように、例えば

日本海側のところであるとか、あるいは紀伊半島の南側であるとか、四国の東の海岸べ

りのところであるとか、顕著にまだミッシングリンクが残っているところがございます。

ぜひ、こうしたところをつなげて、そうした高速道路のメリットを全国各地と結ぶメリ

ットを地域にもたらさなければ地方創生がなし得ないと思います。鳥取県でも地元で高
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速道路がようやく鳥取自動車道など開通し始めたわけでありますが、途端に企業の進出

が進んできたと思います。これ恐らくどこの地域でも同じようなことがあるわけでござ

いまして、この日本という国土が十全に活用されることで始めて海外との競争力もでき

ますし、国土強靭化に向けたリダンダンシーの確保もできるわけであります。ぜひ、こ

れについてもアピール行動を近畿ブロック知事会としても起こしていただきたいと思い

ます。 

○仁坂会長  三重県お願いします。 

○鈴木三重県知事  三重県におきましては、２点、個別の路線の話になりますけれど

も、一つは新名神高速道路であります。一日も早い供用をというようなことでございま

すし、ここには依然として東名阪の渋滞がＮＥＸＣＯ管内でもワースト３位だし、先般

国土交通省から出された全体のワーストでも９位に入っているというようなことが書か

れていますが、新名神、この関西のところを含めて一日も早い供用をということでござ

いますし、下の近畿自動車道紀勢線は三重県内のおおむね熊野のところまで道路が来る

ようになりましたけれども、まだ和歌山県側と含めてミッシングリンクが残っています

ので、新たな命の道として未事業化区間の早期事業化ということと、事業化された区間

の早期整備ということについてもお願いをしたいと思います。 

 以上です。 

○仁坂会長  それでは、私から。資料は２枚ございますけれども、１枚目は今、鈴木

知事が仰られたことと重複しますので省略しまして、２枚目は、知事連合で提案してい

る高速交通ネットワークの新しい提唱です。これは、淡路島から紀淡海峡を通り、和歌

山をかすめて関空に上陸し、新大阪まで持っていくという四国新幹線を早期につくって

もらうという構想です。これは四全総あたりで言われていた第二国土軸に乗ってしまう

話でもあるんです。 

 それから大阪環状道路がこれで閉じますし、関西外環の道路がこれで閉じます。 

 一石四鳥だから、ぜひ皆さん、力を合わせてやりましょうよと言って、この協議会を
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つくり、私が会長になって、夢をもう一度と、こうやって言っているものです。これも

どうぞよろしくお願いしますということでございます。 

 それからその次は、福井県お願いします。 

○西川福井県知事  それでは、福井県からでありますが、資料としては、北陸新幹線

の大阪までの早期全線整備という１枚の資料があると思います。これは皆様方ご存じか

もしれませんが、金沢までこの３月に新幹線がつながりまして、乗客数で３倍、そして

全体の観光客は何割も増えているということで、非常に大きな効果があらわれているわ

けであります。 

 石川県の南部から福井県全域にかけて敦賀までの早期開業を、これまで11年余りとい

うことでありましたが、このお正月明けに３年短縮して８年以内で完成させるというこ

とになりました。そして今、課題になっておりますのは、さらにもう少し早くならない

かということです。今、福井まで、あるいは敦賀までの早期開業について与党のプロジ

ェクトチームで議論をしております。この夏には、その方針が出ると思います。 

 それから問題は、敦賀から先、京都、大阪、我々はそういうルート、整備計画どおり

ということで考えているわけですが、これを１年でも早く整備を急ぐ必要があるだろう

という議論であります。昨日、この北陸新幹線の全国の期成同盟会の総会や政府への要

請があり、運動発足以来初めて、関西から井戸知事に参加を願って、関西の立場からの

ご発言をいただいたところであります。 

 資料に書いてございますように、敦賀・大阪間については整備計画ルート、言葉はこ

う書いてありますが、若狭ルートということでありますけれども、このルートによるフ

ル規格での整備を急ぐべきであろうということであります。これについて、これから与

党プロジェクトチームで、この未着工区間の取り扱いについても検討をすることになり

ますので、いろんな議論もしていただいているところでありますが、ご理解を願いたい

と思います。 

 幾つか問題点を申し上げますが、湖西ルートだとか、あるいは米原を通ったらどうだ
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ということがあるんですが、一つは、全体の所要時間をできるだけ短縮しなければなら

ないということです。若狭ルートは120キロぐらいですが、米原ルートは150キロぐらい

であります。それに加えて乗りかえがあるようでは、新幹線としては余り効用を持たな

い、発揮できないだろうということですね。それから、今、防災上の問題がありました

が、はっきりした日本海側から関西へ入るルートが必要であろうということであります。

そのほかいろんな理由がありますが、関西の皆さんにとっては、どのルートであれ、早

く関西と結ぶという強い気持ちで、例えば米原のほうが早く完成するというようなお気

持ちがあるのかもしれませんが、これはルートを早く決定すれば、どのルートでも早く

完成すると思いますので、さらにいろんなメリット、デメリットをよくお考えいただい

て、若狭ルートと我々は考えておりますが、ご理解を願えればというふうに思います。 

 今、全国的には、物が決まっていないのはここだけでありまして、北海道新幹線は来

年函館まで、それから15年後に札幌ということであります。これについては、敦賀・大

阪間の距離のほぼ２倍の距離であります。15年後でありますので、この大阪までのルー

トがその間にできていないということでは、日本としても非常に問題でありますので、

できるだけ急いで関西の復権といいますか、地盤沈下にならないように、ぜひとも我々

としても努力したいと、我々も関西の一員と考えております。今度の金沢開業で完全に

石川県は関東、特に東京の方にシフトしておりますので、石川や富山にとっても、大阪、

京都にとっても、早くつくるというのは非常に大事でありますので、ぜひともご理解を

願いたいということで資料の説明といたします。よろしくお願いいたします。 

○仁坂会長  それでは、まとめて議論したいと思います。特にあの点についてと言っ

ていただくとわかりやすいと思いますので、どうぞご意見のある方、お願いします。 

 荒井知事。 

○荒井奈良県知事  北陸新幹線ですけれども、西川知事がおっしゃったように、谷本

石川県知事と連携でちょっと話をしたら、金沢はもう関東圏だと、関西圏からもう離脱

しそうだと、関西はもうちょっと近くに引っ張ってくれというので、この小浜ルート、
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谷本さんが一生懸命頑張ってほしいと、こう言っていました。 

 それともう一つは、どこでも終着駅効果が富山開業化、同時開業化で終着駅を開業す

ると一時だけどわっとはやる。だから福井でも敦賀でもちょっとしばらく終着駅効果を

楽しまれたらはやりますよという、足を引っ張っているみたいだけど。 

 それと道路のほうですけれども、実は有料道路と無料道路のあり方というのは実は大

きな問題で、我々の中でテーマにはなっていないんだけど、奈良はちょっと大きなテー

マでありますね。国のほうも関東の道路網がネットワーク、有料・無料まぜこぜなので、

体系化ができていないので問題を指摘して、関西でもそうなんだけど体系化の研究が進

んでいるわけですけれども、我々どんなふうな考えを持つかというのは一つのテーマと

いうぐらいの話です。それで奈良から見た、その有料道路化のテーマは、大阪・名古屋

間の有料道路が有力なのが３本あります。名神、第二名神、名阪ということですが、上

から大体7,000円ぐらいなんだけど、有料道路代が。名阪は3,500円ぐらい、途中無料区

間が入っている。天理から無料なものだから県庁の前を大型の岡山とか埼玉のトラック

が通って、天理インターをめざして3,000円ぐらい稼ぐのに乗っていくんです。これは困

るなというので言っているんだけど、昔の建設の経費で無料になっているんです。今度

は、京奈和になるときは、有料がずっと京都から奈良のところまで来ているので、そこ

から無料ということで、そのトンネル部分が有料だったらものすごく金がかかる、地元

負担というのがかかる。全く有料だったら公団とか国がやってくれるというので、縦の

有料、無料も大きな課題になっています。京奈和のミッシングリンクの有料、無料問題

が奈良県にとってはとても大きな課題だと。 

 それと東西では、名阪は無料の区間があるため、名神の半額なので、そこの名阪の交

通量のうち、６割が通過交通なんですね。昔それで西名阪の建設費負担と維持費負担も

地元負担していたわけなので、それこそミッシングポイントだったんだけど、有料、無

料の課題は多少気にして勉強し始めていいんじゃないかということを提言いたします。 

○仁坂会長  平井知事。 
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○平井鳥取県知事  ありがとうございます。 

 先ほどは道路について申し上げました。今、近畿自動車道敦賀線が開通をして、日本

海側も宮津から村上まで600キロ以上延びたわけでありますが、西日本のほうがやっぱり

つながっていないわけですね。山陰近畿道や山陰道などがあるということでございます。

こういう道路とあわせて問題なのが、先ほど来、ご指摘のある鉄道のことでございまし

て、先ほど仁坂知事、西川知事のほうからもご指摘がございました。鳥取県資料という

のが一番最後にちょっとつけて表紙のあるものがございまして、その１枚をおめくりい

ただきまして、一番上に、これ見なれた地図でありますが、40年前に全国新幹線鉄道網、

それをどういうふうにつくるかという構想ができたわけです。基本計画ができました。

この地図をよく見ていただくとおわかりいただけると思うんですが、やっぱり関西とい

うのは、四方八方に延びていく、ちょうどここがいわばその拳のようになっていまして、

この拳から四方八方に鉄道、高速鉄道が延びていくことでこの国をつくろうと決意をし

たわけですね。それが今忘れ去られてしまってはいけない。せっかく北陸新幹線が今ど

ういうルートかというお話、西川知事からもございましたけれども、その構想の中で大

阪のほうへと延びてくるということになろう、それが今決まりかけてきて、できかけて

いる。さらにあえていえば、リニアの話とか、いろんなことが今動き始めている。あと

残った課題が仁坂会長のおっしゃった四国新幹線ルート、それから山陰新幹線ルートで

あります。この関西が復権するためには、鉄道の結節点をここにつくると。その決意の

もとに、もう一度体制を立て直して向かっていくべきではないかと思います。もちろん

フル規格で全部できるのがいいですけれども、それには時間がかかるというのであれば、

今、フリーゲージトレインを活用するとか、そうした構想もあるはずであります。長期

的には、これをやるべきだというグランドデザイン、それからそれがなかなか時間がか

かるから、経済効果を出すために現在の鉄道軌道を利用して、こういうことができるの

ではないかと、その近未来的な案、これらを並行して現実的な議論をもう始めるべきで

はないかと思います。 
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 今実は、鳥取県は岡山県とか、島根県とも協力し合いながら山陰に向かう高速鉄道の

ルートの現実可能な案についても考え始めていまして、そういうのをぜひ関西として、

きちんと位置づけていただきたいと思います。これもぜひ、アピールの中にそうした考

えを入れていただければと思います。 

○仁坂会長  他に、三日月知事。 

○三日月滋賀県知事  道路の３件はいずれも日本海側、紀淡、そして真ん中のルート

と、ぜひ要望の中に、提案の中に入れるべきだと思いますし、とりわけ三重県知事から

ご説明いただきました新名神高速道路は中部圏、近畿圏の主要なルートとして今整備中

でありますので、これを強く私どもとしても求めたいと思います。 

 最後に西川福井県知事のほうからお話のありました北陸新幹線については、確かに整

備計画で小浜市付近と書かれていることは非常に重いものだと思いますし、どこを通る

かによって、近畿にとって非常に大きな影響があるんですが、私ども、例えば関西広域

連合では米原ルートが一番いいんだと言っている。この時点で近畿ブロック知事会のこ

の要望の中に整備計画ルートによるという文言が入ることは、私としては賛成しかねる

言い方だと思っています。縷々おっしゃったように北陸圏から近畿につなぐ、つなぐな

ら早くつなぐ、フルでつなぐということは私も求めるべきだと思いますが、整備計画ル

ートによるという文言が入ることは少し我々として議論の余地があると申し上げたいと

存じます。 

○井戸兵庫県知事  今の三日月知事のお話じゃありませんが、ルートの問題でまとめ

ようとすると、今直ちになかなかまとまらないということがありますので、取りまとめ

としてはフル規格で一日も早く大阪までという取りまとめをしていただいたらいいので

はないかと思っております。 

 あわせまして、今後北陸新幹線を言うならリニアの大阪乗り入れも触れないといけな

いのではないか、同時開業か、一日でも早い整備をあわせて主張する必要があるのでは

ないかというふうに思います。それから高速道路につきましても、実を言うと、関東圏
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に比べて関西圏は環状道路網がずたずたになっているという実情も踏まえて、その環状

道路網の一日も早い整備を図れということもあわせて言っておく必要があるのではない

かというふうに思います。具体的に言いますと、例えば湾岸道路の整備、兵庫でいいま

すと、西伸部ですね。そのような点も言っていただくならば触れていただいたほうが体

系的な主張につながるのではないかと思います。 

○仁坂会長  わかりました。 

 山田知事、どうぞ。 

○山田京都府知事  本当に高速道路ネットワークについては、太平洋側が東南海・南

海も含めて大きな被害を受けるときに、リダンダンシーの観点から日本海の国土軸をつ

くっていく必要がある。これは道路もそうですし、鉄道網もそうだと思っておりまして、

こうした点について、しっかり言っていくべきではないかとまず１点申し上げたいと思

います。 

 それから、今、井戸知事からお話がありましたようにルート問題になりますと、いろ

いろな話が出てきますので、関西広域連合の議論も今までかなりありますから、この場

でこのルートでという言い方は、避けられたほうがいいのではないかと思っております

のと、北陸新幹線を見ても在来線の扱いの問題、これは地域の問題とも非常に関係して

まいりますので、その点については、しっかりとした要望をしていかなければいけない

と思っています。 

 それから関空・紀淡・四国高速交通インフラなんですが、関空と四国を結ぶのは大切

だと思うんですけれども、多分一番効果があるのは、こうした四国の新幹線や紀淡海峡

を結ぶルートで関空まで行って、大阪都心というよりは、今の新幹線や新しいリニアと

の接続するのが一番重要ではないかと思っておりまして、そこのところの表現は変えて

いただけたらありがたいと思っております。 

○仁坂会長  荒井知事、どうぞ。 

○荒井奈良県知事  この米原、小浜ルートの中でＪＲ西日本が一番今考えているのが
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湖西ルートなんですね。運営主体がこれでやると言っているときに、我々が東だの西だ

のと言っていて、余り運営主体のＪＲ西日本にアピールしないんじゃないかなというふ

うに私は思います。これはフリーゲージになるんですけれども、フリーゲージは北陸の

先生がフリーゲージなんかとこう言っているものだから、だから我々はフリーゲージを

どう見るかというのをもう皆フルフルと言っていると昔のフルの路線、いわゆる先祖返

りみたいなような感じがするんだけれども、鳥取のほうなんかも岡山までフルで行って、

フリーゲージで智頭線廃路というのは、現実的な案なんだけども、いやそれは要らない

んだと。フルだと言うのか、あるいはこのほかを通って将来のフルに備えるとかという

ようなことも現実的な道をとられるのか、これはここで別に決められなくても福井県が

主張していかれれば済む話だから、ここで採択しないと要望できないという話じゃない

んだから、僕は福井県を応援しますよ。ルートも含めてという気はするんだけど、もと

からある線だからね、これを主張するのにはばかることはないんだからということです。

ここで変化されることは全くないんだからというふうに私は思うんですけれども。ただ、

現実的な我々が議論するのは、安全であるいろんなやり方をどんな考え方で実現するか

というようなこと、これをだめだということは絶対ないんですけれども、もとからある

案だから。しかし、それは現実が遠いと、今どのようにするかということは我々が今多

少知恵を絞る立場にあるのかなというような感じはいたします。 

○西川福井県知事  北陸新幹線の大阪までのフル規格については、我々40年来ずっと

進めているわけですが、メンバーとして、京都府、あるいは大阪府が、知事がご要望さ

れたことはないですけれども、ずっと長年関係者の人が出席していただいてやっている

ということであります。 

 いずれにしても、あともう１年程度で決めないと間に合わないと思いますし、急ぐ必

要があるわけですので、国のプロジェクトチームで議論がなされているでしょうから、

関係する関西の皆さんにもご理解といいますか、わかっていただきたいということで話

題を出したわけであります。幅広く直接の当事者というんでしょうか、実質的には京都、
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大阪ということになりますが、幅広くお考えいただいて本当に関西の将来のことをご議

論願えればと思います。 

 先般、広域連合でご議論になったとき、真剣にご議論されたんだと思いますけれども、

いま一度、もしご議論されるのであれば、よくお考えいただくなり、新しい時代が出て

きましたから、各関係府県とも大阪までのフル規格、１年でも早くという、急げという、

こういう議論で検討が進むと思いますので、そういう状況はご理解願いたいというふう

に思いますので、よろしくお願いします。 

○仁坂会長  よろしいですか。どうぞ。 

○熊谷徳島県副知事  高速道路ネットワークの件につきましては、平井知事さんが先

頭になりまして、全国のミッシングリンクの解消促進の11県知事で精力的に動いていた

だいておりますことに感謝を申し上げたいと思います。私のところもミッシングリンク

のところ、まさに南海トラフの津波が来るところでありまして、ここは一日も早く解消

していただきたいと思っております。 

 新幹線の話でありますが、北陸ができ、北海道ができ、全く新幹線がないのはもう四

国だけだということで、少しずつ四国の中でも新幹線の考えがまとまってきております。

しかしこれは四国だけで、幾ら議論してもやはり島の中だけですから、まさに関空・紀

淡・四国高速交通インフラ期成協議会を仁坂知事につくっていただきましたけれども、

近畿の皆さんとともに四国を語っていかないとだめではないかなと思っています。大阪

からうまく九州までつなげると、ここで2,000万人の人口がおりますので、これが関西に

直結をすると、非常に大きな効果があるのではないかと思っています。そういう意味で、

今後とも近畿の皆さん方を四国との結節点としての徳島として声を上げていきたいと思

っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○仁坂会長  ありがとうございました。 

 私から申し上げておきますと、山田知事が四国新幹線の延伸の話をされたが、これは

初めから新大阪までという構想でございますので、一言申し上げておきたいと思います。 
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○山田京都府知事  大阪都心と書くと、そのあたりがわかりにくくなるので、新幹線

やリニアとのきちっとした接続関係があって、高速交通ネットワークとして機能してい

かないといけないのではないかと、この辺りの書き方がちょっとあやふやなので、しっ

かり書いていただくようにお願いしたいと思います。 

○仁坂会長  わかりました。 

 それからルートの話というのは、リニアと新幹線と二つあるのですが、なかなか大変

でございます。私は関西広域連合のインフラの座長をやっており、基本的な考え方のと

ころまでまとめ、道路のグランドデザインというのはみんなで合意できたんですけれど

も、鉄道はその時はできなかったんです。歴史的な話を言いますと、早く完成させたほ

うがいいというので、米原ルートがいいんじゃないかと広域連合で結論づけた経緯もあ

るんです。そのように大変なんでございますけれども、やっぱり早く関西につなげても

らわなければいけないというところはみんな同じような気持ちだと思いますので、まと

まるところをまとめて、少しまとまらないところがあるから、みんなで言うのは止めま

しょうというのはやめたらいいんじゃないかと思います。高速道路と高速鉄道整備の両

方を提案しているのは和歌山県だけでございますので。どうぞ。 

○荒井奈良県知事  強調しておきたいのは、この国土の形成の特にインフラはリダン

ダンシーという考え方が強い。多軸で四国新幹線という構想が出たのはリダンダンシー

なんです。それを時には主張し、時には忘れるというのは、これは何ていう仲間だと言

われちゃいますよ。福井でこんなルートをつくったのはリダンダンシーなんです。３本、

東京、大阪でつくろうということをした、それは絶対忘れちゃいかん。そういう意味か

らは、米原でもその軸を前提に当座、暫定的に利用しようということしか位置づけられ

ないですよ、代替にはならないということですね、リダンダンシーの観点。リダンダン

シーを近畿ブロック知事会で忘れちゃ絶対だめですよ。 

○仁坂会長  荒井知事のご説はごもっともです。先ほどはちょっと中身まで言わなか

ったんですが、みんなでまとめた時に荒井知事いらっしゃらないんですけれども、そこ
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の基本的な考え方もリダンダンシーだというところまではみんな合意しているんだけど、

その考え方の具体的なグランドデザインまでまとまりませんでしたということを先ほど

ご説明申し上げたんです。リダンダンシーは忘れてないつもりですのでよろしくお願い

します。 

 ということで、要望書を取りまとめたいと思いますので、今日の議論を踏まえて原案

を出させていただきますから、どうぞ皆さんよろしくお願いします。 

 それじゃあ、その次に行きまして、エネルギーインフラを議論させていただきます。

提案県である福井県から説明をしてください。 

○西川福井県知事  これも交通とやや似たところがありますけれども、資料がござい

ますが、エネルギーインフラ、特にＬＮＧのインフラの問題であります。これは部分的

に書いてありますが、全体のＬＮＧインフラの８割は太平洋側に集中をいたしておりま

す。先ほど南海トラフ、東南海などの災害リスクの問題がありましたが、今、このパイ

プライン等でミッシングリンクとなっているのは、彦根から富山の間でありまして、い

わば寸断された状況であります。これから長い目で見ますと、日本海側、あるいはロシ

アなどＬＮＧのパイプライン、あるいは気化装置、あるいは発電所など我々としては敦

賀港などを中心にこういう状況を早くつくる必要があるだろうと考えております。これ

に対して、国のいろんな支援が必要ではないかなと思います。昨年４月に原子力、ＬＮ

Ｇなども含めたエネルギー基本計画の中でＬＮＧの受け入れ基地や太平洋側と日本海の

パイプラインの整備の検討について閣議決定を受けているわけでありまして、こうした

問題についての規制緩和、いろんな道路の利用など、あるいは財政面における支援があ

る程度必要でありますので、こうしたプロジェクトの推進は国全体にかかわりますが、

ご支援を願いたいということで、ここに書かせていただきました。 

○仁坂会長  ありがとうございました。どうぞ。 

○山田京都府知事  今の西川知事の案については、基本的に賛成ですけれども、この

図自身は、私は問題があると思っておりまして、結局新名神の問題も、新幹線の問題も
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実はリダンダンシーの問題であります。近畿で一番地震確率の高いのは、琵琶湖西岸断

層でありますので、まさに整備計画の先ほどの話も、こちらのルートについてのリダン

ダンシーの問題があったわけでありまして、私はその点からすると、琵琶湖西岸断層を

避けた形でもう１本つくっていくのが関西としては一番安心・安全なパイプラインにな

るのではと思っておりまして、こうした点については、もうちょっと検討が要ると思っ

ております。まさにこれこそ若狭ルートはいいなと私なんかは思っているところであり

ます。 

○仁坂会長  平井知事。 

○平井鳥取県知事  今のお説にも近いのと、あともう一つつけ加えさせていただけれ

ば、やはりこの国のエネルギーの未来を考えなきゃいけないということですね。それで

西川知事のこれのもしこうした図をつくられるのであれば、あわせてメタンハイドレー

ト、こういう未来のエネルギーの動向についても示しながら国に要望してはどうかなと

思います。 

 山田知事が会長になりまして、それで日本海側のメタンハイドレートの研究を進めよ

うということで、実際掘り始めましたら、これ数年前の知見と大分変わってきています。

三重県の沖合のところに一つの塊があり、また和歌山県の沖合などにもあるわけであり

ますが、それとはまた別の形で表層型のメタンハイドレートがある。これはやりように

よっては簡単に回収できるかもしれない、そういう議論も学者さんの中には聞こえてき

始めておりまして、ですから、そういうこととあわせますと、海岸線にこうしたリダン

ダンシーの今、山田知事がおっしゃるような観点でもっとその海岸線を走るような形で

日本列島を鉄道だとか、道路の議論と同じようにリダンダンシーとして組むのであれば、

海岸線を走らせるようなパイプライン、それからメタンハイドレートの将来的な研究開

発、活用についてあわせて一括して要望してはどうかと思います。 

○仁坂会長  どうぞ。 

○井戸兵庫県知事  先ほど敦賀を触れなかったのでありますが、舞鶴とそれから境港
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も有力な環日本海時代の基幹の港になり得ると思うんですね。そういうことを考えたと

きに、舞鶴と境港をどういうふうに結ぶか、あるいは舞鶴と、例えばメーンの環とどう

結ぶか、境港とどう結ぶかというようなことを、まだある意味で構想段階の話でありま

すが、そういう可能性をあわせて提案しておいたほうがいいんじゃないかという感じが

します。せっかく西川知事がこういう提案をしていただいたのに便乗するようで恐縮な

んですけれども、関西全体というより、環日本海と太平洋側とをどう結ぶかという発想

で、しかも関西を中心とした議論として要望していったらどうかなというのが提案でご

ざいます。 

○仁坂会長  よろしいですか。 

 それでは、この議論を踏まえて、西川知事のところで取りまとめていただきたいと思

います。 

 では、次に行かせていただきます。あ、ごめんなさい。 

○西川福井県知事  我々はある程度話を詰めておるわけで、もし違うものがあるんだ

ったらその話を詰めていただいて、一緒に出来るものだったら出来るというふうにした

らいいんじゃないかと思いますけれども。 

○山田京都府知事  私は前から敦賀、舞鶴、それと境港もありますけれども、なかな

か一つの港湾では今、太平洋側や仁川、釜山、大連等に比べると大変劣ってしまうと。

ある程度日本海側の各拠点港が力を合わせていく体制をとっていくほうがいいと。その

ときに大きな問題になるのが、もちろん航路の問題もありますけれども、もう一つはエ

ネルギーの問題ではないかと。そしてそれはリダンダンシーに通じると思いますので、

ぜひとも構想としては、我々も詰めていかなければいけないと思いますけれども、近畿

からすれば、大きな未来へのかけ橋になると思いますので、ぜひとも入れていただきた

いと思います。 

○西川福井県知事  そういう話はどちらでもよろしいんですけれども、我々、関係者

と２年ほど詰めていろいろ議論していますから、それぐらいの詰めた話があれば、また
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こういうルート、こういうルートということに並べてやったらいいのかなというふうに

思ったということです。 

○井戸兵庫県知事  そこまで詰まってないんですよね。だけど、敦賀と舞鶴をつなぐ、

そしてその後舞鶴から三田をつなぐ。 

○山田京都府知事  ただいまの計画が国土計画か何かに位置づけられたということで

はないんでしょう。 

○西川福井県知事  その何か一緒にやらないとか、やるとかという話じゃなくて、い

ろんな話ができるのであれば、いろんな研究をしていただいて、並べるなり、結ぶよう

な状況になればやったらいいのではないかなということ。我々はこういう考えを持って

いるということで、ご理解を願いたいということで提案しただけです。 

○井戸兵庫県知事  いや、これは我々も否定していないんです。だから舞鶴と敦賀を

つないで、舞鶴から三田におろしてくるのが一番合理的なルートが設定できると思いま

す。 

○西川福井県知事  壮大なスケールのものを全体で考えるのも、これはまた考え方と

思いますけれども。ただ、絵だけを描く話ではないですから。 

○井戸兵庫県知事  特に、舞鶴・三田線をやろうかということで議論は少ししている

ところなんですよ、この舞鶴・三田線を。 

○山田京都府知事  リダンダンシー的には、一番そこの線はいいんですよね。 

○仁坂会長  何かさっきの議論と似ているんですけれども、リダンダンシーが一つあ

る。もう一つは、現実にどっちが早いかというような話もある。ということで、その点

なかなか難しい問題だと思うんですけれども。 

○西川福井県知事  いろんなものが必要であれば、いろんなことを書いていただけれ

ばいいということです。 

○井戸兵庫県知事  舞鶴と敦賀をつなごうとすると横取りしているみたいな印象を与

えるから、舞鶴・三田をつないだらいいんじゃないですか。 
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○山田京都府知事  そういうラインもちょっと、じゃあ。 

○西川福井県知事  いや、それは絵を描くだけだよね。 

○井戸兵庫県知事  いやいや相当研究しているんですよ、これ。 

○西川福井県知事  その研究したやつを出して。 

○井戸兵庫県知事  舞鶴・敦賀の研究は率直に言って、私は余りしていないんだけど。 

○山田京都府知事  そんな話をすると北陸新幹線の小浜ルートもほとんど京都も研究

していないんですよね、実際問題としては何の研究もしていない中での話なので。だか

ら一つの絵として描いていく話と、大きな構想として出していく話はきちっと書いてい

って、その中でその現実性も含めてこれから取捨選択が行われると思います。 

○平井鳥取県知事  これはまだ具体のルートまでどこまで描くかということが一つは

あるのかもしれませんが、多分ここで議論している問題意識は、やっぱり東日本、そし

て名古屋圏、東海圏を中心でパイプラインがつくられているんです。それが新潟に飛び

火したり、仙台に行ったりして、実はその日本列島全体を考えるといびつな構造になっ

ていまして、リダンダンシーの面だとか、それから将来的なそのエネルギーが海洋から

出てくるようなことなどを想定してまではつくっていないんですね。ですから、そう考

えてもう一度そこを再構成をすべきではないかと。その中でどういうようなものが効率

的なルートなのかということなんだろうと思うんです。ですから、少なくとも、具体的

なルートまで出せなくても、こうした西日本のほうのリダンダンシーを考えた、あるい

はそのメタンハイドレートの採掘なども考えて、再構成すべきだぐらいの議論は出して

もらったらどうかと思います。 

○西川福井県知事  このルートについて関心があるというよりも、こういうものをや

るときに財政支援とか、規制緩和を国に要望しましょうねということに主眼がある。た

だ、これ参考には書いてあるということですから、どういうルートになるかと。 

○井戸兵庫県知事  それは全く異議はないんです。 

○山田京都府知事  それは全く異議はないと申し上げているので。 
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○井戸兵庫県知事  ただルートを書いておかないと迫力がないだろうし。おっしゃる

ように、この富山から彦根までのラインというのは、かなり議論されて描かれたライン

なんですか。 

○西川福井県知事  これに三重・滋賀ラインの北進や敦賀港、京都舞鶴港を活かした

ルートの整備など日本海側と太平洋側を結ぶ広域パイプラインと書いてあるから文章は

それでいいんじゃないですか。ただ、これはわかりやすく絵を描いたというだけですか

ら。 

○山田京都府知事  これだけでもう決めたというふうに近畿ブロック知事会がとられ

てしまうのはちょっと勘弁してほしいなと。本当に舞鶴・三田とか、境港とかメタンハ

イドレートをにらんだ将来的なものがあるので、そこのところだけちょっと会長のとこ

ろで調整をしていただければありがたいと思います。 

○仁坂会長  それでは、提案県がやることになっておりますので、提案県に取りまと

めていただきますけれども、会長として申し上げますと、やっぱり関西圏がそういう点

ではエネルギーのパイプラン網の整備が割合遅れていて、それで特に東京を中心にネッ

トワークはできているけれども、関西に来ているのは１本しかない。これは問題だから、

もう少し複線化していかなければいけないのではないかというのが哲学です。その哲学

を押さえていただいた上で、いろいろプロジェクトはあるということで、福井県が熱心

に勉強しておられるわけですから、福井県の案を中心に、プラスアルファもあるという

ことで書いていただいたらいいんじゃないでしょうか。 

○西川福井県知事  この文章にこのとおり書いてある。これでいいのかと思ったんだ

けど、いかんのですか、これで。問題ないんでしょう。 

○山田京都府知事  文章としてはいいですけれども、提案をされるときに一緒に図を

つけられちゃうとまずいなと申し上げたんです。 

○仁坂会長  つけてもいいでしょう。 

○山田京都府知事  いや、図をつけたときに１本だけの図になっちゃうと、それだけ
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にもう決めた形になってしまうので、そこのところだけは勘弁をしてくださいと。文章

については全く問題はございません。 

○西川福井県知事  この提言には何か地図がいつも要るわけですか。 

○仁坂会長  別に要りません。 

○井戸兵庫県知事  地図は入れない。 

○西川福井県知事  いつもつけないでしょ、要望書があるんでしょ。単にわかりやす

くしているだけでね。 

○井戸兵庫県知事  地図をつけないなら、文章を少し工夫すれば問題はないです。 

○仁坂会長  お手元にお配りしているのは、基本的には議論のための説明資料ですか

らね。 

○井戸兵庫県知事  提言に異議はないんです。 

○西川福井県知事  これでいいんでしょう。 

○仁坂会長  それでは、そういうことでよろしくお願いします。 

 次に行きます。 

 次は、農業の振興であります。計画的な農業農村整備の推進ということで、三重県か

ら提案がございますので、提案趣旨の説明を行っていただいて、その後、意見交換をし

たいと思います。 

○鈴木三重県知事  資料にございますとおり、真ん中下あたりにグラフがございます。

平成21年度から平成27年度までで農業農村の基盤整備の関係の地方への配分額が65.2％

の低下してきていると。平成25年から補正でどっとつけたんですけれども、その補正も

もうこの枯れそうになっているというような状況です。観点は二つです。 

 一つは、この左のほうに青で書いてあるところですけれども、現在の農業の状況を考

えて、大区画化とか集積とか、各県でも農地中間管理機構とか使って進めていくと、よ

りこういう生産基盤の強化ということで、生産性の向上が必要であるのにもかかわらず、

こういう予算が減っていっているということはゆゆしき事態ですねというのが１点です。 
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 ２点目は、その上のところの緑色の枠のところですけれども、大規模災害が増えてい

るということや、各農業基盤の整備、ため池とか、排水機場とかの老朽化が極めて進行

をしていると。そういう耐用年数を超過しているような施設もあるというような状況で

すので、大規模災害に備えた基幹的な水利施設の改修整備が必要だと、そういうような

２点、農業の競争力強化、それから大規模災害に備えた施設の改修整備、この２点から

こういう計画的に農業農村整備をしていく必要があるので、その予算を十分に確保して

ほしいということを国に提言してはどうかという趣旨でございます。 

 以上です。 

○仁坂会長  それでは、いかがですか。 

 私から、一言申し上げさせていただきますと、和歌山県は地震、津波というのは怖い

のですが、特に地震に関しては、ダムは大丈夫だけど、ため池は危ないぞという話にな

っているんです。少しひびが入った時に決壊して吹っ飛ぶ可能性があるので、急いで改

修しようとしている。それで今までの改修計画も頑張ってやったんですが、40数年かか

るのを13年ぐらいに短くするために、予算配分をして計画的にやろうとしているんです

けれども、それもやっぱり今の鈴木知事の国のお金も当て込んで我々は整備を考えてい

るんですけれども、予算が減ってきているので、なかなかつらいことになってきた。そ

ういう意味で、鈴木知事の提案に全面的に賛成です。 

 ほかどうぞ。荒井さん。 

○荒井奈良県知事  基盤なんですけれども、農業の産出額から見ると、奈良は恥ずか

しながら、全国下から３番目なんですね。下に東京、大阪がいるだけ。それに最近ワー

スト３ということがワースト４になった。その３位に滑り込んだのは実は福井県なんで

すよね。理由は、米なんだよね。立派ないい米をつくって、値段が下がったので、農業

県だけど産出額は低くなっていると。それでどうするかというのは、農業問題が今日の

課題だと思うんだけど。それで産出額が低いから奈良の農業をどうしようかと。実は、

もう一つは、耕作放棄地率が近畿で一番高いんです。農地の２割が耕作放棄地なんです。
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だからこれを整備しても、人がいないじゃないかと、こう言われちゃうような状況なん

です。だから皆、人不足をどうされているのかなと。これは国に要望してもだめで、県

で、地元でやることと、国に要望することと、うまくマッチングせないかんテーマでも

あるかなというような感じで、これは農林省の土地改良のほうはよしよし地方の要望が

あるから予算を要求しようと、こういう今までのこのいろんな仕組みなんですけれども、

地域でまとめてどうするのと、全体で言われたときに、全体の構図ができない地域も結

構あるように思うんだけど、奈良県は四苦八苦しているワースト３から４のちょっと情

けない誇りを持ってどうしようかと、人が足らんということでありますので、土地がほ

ったらかしになるところで、だからこんな整備してくれとなかなか言いにくいというよ

うなことでもあるんですけれども、耕作放棄地の解消をどうするのかなというのが、

我々、国に言ってもだめだから、我々の研究テーマなのかなと。ちなみにこの全土連は

野中さんか二階さんに会長が変わったような話を最近聞きましたけれども、だから言え

ば頑張っていただけると思うんだけど。ところで頑張っても水は流れるけど、人がいな

いじゃないのと言われちゃいそうなので、ちょっと共通のテーマ問題として、奈良の悩

みはみんなの悩みでもないでしょうかねという程度のお話です。 

○平井鳥取県知事  仁坂会長のお話が私も一緒なんですけれども、やっぱりため池の

問題が非常に大切でありまして、これが今、凶器と化しているわけですね。これが国が

なかなかやってくれないです。ひょっとすると農政局によって取り扱いが違うかもしれ

ないんですけれども、中国、四国の農政局の場合は、ほとんどそのため池に国費が入る

ことは余りないですね。ですからこれをちゃんと事業化して、防災の観点でため池事業

をやるべきだと、それを明確に要望書として書いていただけないかというのが一つです。 

 あともう一つは、米の話が今出ましたけれども、米の食管政策を今大幅に変えようと

しているわけでありますが、米の総量管理を誤ったがために、今米価は暴落をしている

わけです。これは現場が大変に怒っていまして、このままではいかんと思います。です

から、そうした米のことですね、これは西日本は真面目にやっているんですけれども、
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東日本のほうで実は総量管理を破っている地域があって、それが米の暴落を招いたり、

いろんな要因があります。ですから、正直をやっている西日本がばかを見ているとか、

損をしているというのが実情だというふうに口の悪い人は言うわけでございまして、こ

れはやっぱり国がしっかりしなきゃいかん。これとあわせてＴＰＰの問題が今出てきて

いる。この辺の問題認識ですね、背景のところも含めて、ぜひ要望書を書くときは、書

きおろしていただきたいと思います。 

○井戸兵庫県知事  ため池を特筆して主張されるというのは必要なことではないかと

思います。兵庫県でも何らかの対応が要るため池が8,000箇所ぐらいあるはずです。兵庫

県が一番多いんですよね、３万8,000箇所ため池があって、そのうち淡路島に２万2,000

箇所あるんです。それで、今、国の補助をもらってボーリング調査をやっていますが、

ため池の半分は何らかの対応が要る。それから目視で、残りのため池を調査すると、１

割ぐらい対応が要る。それらを計算すると大体8,000箇所ぐらいですけれども、一番緊急

度の高い400箇所ぐらいをまずやろうというのが今の時点なんですが、国の予算が十分つ

いてくるかどうかが非常に不安という状況です。したがって、ため池はやっていただき

たい。 

 それからほ場整備も、関西の場合は、米だけじゃなくて大都市近郊農業をこれからど

んどん展開していかなきゃいけない。そうすると、ほ場整備をして、田畑輪換ができる

ようなほ場にしていかないといけない。米をつくった後、例えばレタスをつくるとか、

たまねぎをつくるとか、そういう対応をしていこうとするとほ場整備が絶対要る。した

がってほ場整備の確保というのも非常に重要な課題になっています。 

 それから農業者の専業化というのをさらに努めていくために、ほ場の良質化というの

が不可欠なんですね。そういう意味で、それぞれの要因を主張しながら予算確保を言っ

たほうが迫力が出るんじゃないかと思います。 

 それから荒井知事のおっしゃったような状況には、まだ本県はなっていません。 

○三日月滋賀県知事  この要望・提言に、私は全面的に賛成です。その上で最大のた
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め池を有する本県は、琵琶湖総合開発もあって、相当基盤整備が早く進めていただけた。

したがって、老朽施設がたくさんあるということに悩んでおりまして、ぜひこの災害に

備えたということも必要なんですけれども、早期に整備され、老朽化が進むというよう

な観点も少し文言に加えていただければありがたいと存じます。 

 以上です。 

○荒井奈良県知事  ため池の多い奈良は水が足らない地域だったんだけど、水が余っ

てきたんですね。農業をしなかったりすると、今度はため池は渇水対策じゃなしに、洪

水対策のため池になって、上流部じゃなく、川下のため池を作り替えよう、川下のため

池を大事にしようというような状況になってきた。だから先ほど言われていた防災対策

と農業対策では上流側と下流側で全然違うので、ため池がせっかくあるんだから川下の

水が集まるところは容量をあけておいて、雨がふったらそこを遊水池にしようというよ

うな方向に変わってきている面があるというご報告なんですけれども。 

 それと農業農村だけど、ため池という観点からすると、洪水ため池か渇水ため池かで

全然用途は違うし、両方農水省がやってくれてもいいんだけども、何か国のほうでどち

らがやるんかみたいになってしまう、河川局なのか、農村振興局なのかみたいになって、

各県事情は違うと思いますけれども、いずれ高齢化が進むと人がいなくなる、農村地帯

になるので、共通の問題になろうかなと。 

 ちなみに農業で産出額の大きい県は畜産と野菜をつくっている県なんですね。米をや

っていると、どうしても値段が下がると産出額が下がってくると、農業の課題というの

はそれぞれ程度は違うけど、やっぱりおありになるんだなというふうに思いました。 

○山田京都府知事  ため池の問題については、実は京都は、昭和28年の大水害のとき

に、大正池というため池が決壊しまして、小さな井手町というまちで107名亡くなってい

るんですね。そのときは、井手町全部が泥沼になってしまうという大災害になりました。

ため池の決壊というのは本当に恐ろしいことになります。それだけにぜひともそういう

ことを経験した都道府県として、先ほどの防災対策のところにため池の問題を書き入れ
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ていただければありがたいと思っています。私どももだんだん整備していかなければい

けないのですけれども、現に川上にため池がたくさんありますので、その点検にも大分

今、費用を要している現状でございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○井戸兵庫県知事  情報の提供だけですけれども、この２月議会でため池条例をつく

りまして、ため池の管理を徹底するようにいたしました。 

 それからもう一つは、去年の夏の８月の豪雨ですけれども、淡路島ではため池の水を

事前に放流しまして、ため池を利水ではなくて、治水で活用いたしました。200万立米貯

めたということでありますので、もうため池は利水施設だけではないと、荒井知事がお

っしゃったとおりだと思います。ただ、管理をうまく徹底してやらないと、それができ

ないということになりますので、管理が非常に重要です。その管理が重要だと言ったと

きには、しっかりとしたため池にしていないとだめだと、こういう話になりますので、

ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

○仁坂会長  どうぞ。 

○鈴木三重県知事  提案県で素案をつくると思いますので、今おっしゃっていただい

たような観点については、それぞれ盛り込んでいくように努力をしたいと思います。特

に防災という観点での部分もより強調しながらやっていきたいというふうに思います。 

 少し情報提供というか、あれですけれども、うち、三重県は今年度からこういうハー

ドの整備に加えて、農業版ＢＣＰという、それぞれの農業施設の大きな災害が起こった

ときに、どういうふうに一日も早く復興するのか、復旧するのかという、それをその所

有者の人や管理者の人たち、近隣の人たちとのワークショップを経て、被害想定調査も

やって、ＢＣＰをつくるというのを実は農業版ＢＣＰというのを今年度つくろうと思っ

ていまして、ハードとソフトと両方やろうとしていますということ、これは情報提供で

す。 

 それから荒井知事おっしゃっていただいた確かに担い手不足、非常に悩ましいところ

で水が流れても人がおらんかったらあかんやないかというのはあると思いますので、一



－34－ 

方で、だからこそ集積も進め、整備もして、その担い手減少に歯どめを完全にかけるの

は難しくても少ない人数の担い手でも生産力は高くやれるように集積なども進めている

と思いますので、深刻な課題という部分についても触れながら提言のほうをまとめるよ

うな努力をしたいと思います。 

○荒井奈良県知事  ＴＰＰが進むと、またウルグアイラウンドみたいに予算をどっと

つけて、助け船みたいな格好を内閣がするかもしれない。そのときに、本当に日本の農

業、あるいは畜産が助かるような予算をつけてほしいと思います。前のウルグアイラウ

ンドみたいに土木ばっかりじゃ一向によくならないと。何か知恵があれば、またこの延

長で考えていただければというふうに思います。 

○熊谷徳島県副知事  今、鈴木知事から農業版ＢＣＰが出ましたので、実は徳島も既

にＢＣＰはつくっております。その中で、一番の課題は、徳島の吉野川下流域は、南海

トラフ巨大地震で津波が来まして、海水が浸水します。そうすると、まず農地復旧のた

めには、除塩という作業をしなければいけません。その除塩のとき、かんがい排水がし

っかりできていないとものすごく時間がかかります。東日本の現状を見ましても、それ

ができているところはやはり回復が早いのですが、できていないところは除塩をするた

めに真水を流す必要があるので、それができないところは非常におくれます。そういう

面で、今回の提言の中にもどこかに災害対応も必要だということで、提言をしていただ

ければありがたいと思います。 

○仁坂会長  それでは、どうぞよろしくお願いします。 

 次に、議題の１の（５）、地方創生の推進は、三つありまして、徳島県、福井県、和

歌山県の順に提案趣旨の説明を行いたいと思います。 

 それでは、徳島県の熊谷副知事、お願いします。 

○熊谷徳島県副知事  ありがとうございます。 

 地方創生に向けた「ひとの回帰」の推進にということでございます。徳島県は、「vs

東京」という少しとがったキャッチコピーで東京一極集中を打開して、地方に人を回帰
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させていきたい、そういう思いで取り組んでおりますが、その際に若年層、現役世代、

高齢者の三世代、それぞれをターゲットとした人の回帰に向けた取り組みを進めていこ

うと考えています。 

 若年層につきましては、今、徳島のブロードバンドが非常に普及していまして、それ

に都会のＩＣＴ企業の皆さん方が進出をしていただいて、中山間にサテライトオフィス

が随分とできております。そこに来られる社員の皆さん方が単身で来られるのですが、

場合によってはお子さんを連れて行きたいということがあるのですが、１学期は都会で

過ごして、２学期は田舎で暮らすということになると、転校手続が大変だということが

ありまして、その辺を何とか制度的にできるような、いわゆるデュアルスクールの制度

をつくっていただけないかというのが１点でございます。 

 それから現役世代につきましては、田舎に帰ってきたいというときに、やはり空き家

を借りたい、空き家を買うという人がアンケートをとりますと非常に多いわけでありま

して、この空き家を活用するときの税制の優遇措置が必要ではないかと。二地域居住者、

あるいは居住者が土地・家屋を取得した場合の不動産取得税及び固定資産税の課税免除

に伴う減収補填措置を創設いただきたいというのが２点目の考えでございます。 

 ３点目の高齢者の皆さん方につきましては、将来介護を田舎のほうへ帰って受けたい

といったときに、今はそのまま介護施設に行きますと住所地特例がありますけれども、

これが一旦自分の家に帰って健康のまま帰ってきて、それから再度介護施設に行くと、

それは地元の負担になるということでありまして、ここのところを何とかならないかと

いうことで今まで要望してまいりましたけれども、やっとサービスつき高齢者住宅の場

合のみ、その特例が認められまして、それも若干少しずつ範囲が広がってきているとこ

ろでございます。この点につきましても、政府に要望をさせていただきたいということ

が３点目でございます。 

 以上でございます。 
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○仁坂会長  福井県お願いします。 

○西川福井県知事  去年の全国知事会でも、ほぼよく似たことを申し上げましたが、

この資料もやや似ておりますけれども、地方創生、あるいは企業や人材を地方に戻す、

移転するということについてはいろんな方法がありますが、税制で行うことが一つの方

法だというふうに思っております。平成27年度の税制改正では、法人税減税をやりまし

たが、地方、東京を問わず1.5兆円の減税をしているわけであります。さらにほぼ同額程

度の減税をもう１回やるということですが、今回第１回目ではそういうことが何かうま

くできなかったわけですけれども、２回目、次回さらにやるときには、地方への減税を

手厚くすることによって、人材が地方に行きやすいような制度を行うべきではないかと

いうことであります。もちろん税率というよりも、税額控除とかいろんな工夫をして、

日本全体としてこういう制度をつくり上げるということによって、人やあるいは企業が

地方に少しでも立地しやすい、あるいは移動しやすいという制度にしてはいかがかとい

うことであります。 

○仁坂会長  ありがとうございました。 

 それでは、３つ目に和歌山県からですが、先の２つが構造問題という感じなんですけ

れども、和歌山県が申し上げているのは、今の短期対策であります。和歌山県のような

地方は、消費不況、全体として家計の節約ムードというのはずっと続いている。それは

何かというと給料が上がらない。給料が上がらないのはなぜかというと、その給料を上

げるべき会社が大いに儲かっている会社から依然として買い叩かれているという事態が

続いているんです。政府も経団連も連合もみんなまとめて、そういう全体を束ねている

ところは価格転嫁を認めてあげないとだめだというところまでは行っているんですけれ

ども、なかなか末端までそれが及んでいないというのが現状じゃないかと思うんですね。

そうすると今の政権の経済政策もどこかで足を引っ張られかねないというところがある

と思います。そういう意味で提言をさせていただいたということであります。 

 以上、まとめてご議論いただきたいと思います。どなた様でもどうぞ。 
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 どうぞ、井戸知事から。 

○井戸兵庫県知事  東京以外の税率を５％下げようということなんですね。 

○西川福井県知事  アイデアはそういうことですね。 

○井戸兵庫県知事  東京以外のね。それはもう補填はしないんですね、ここに書いて

ある課税ベースの拡大によって補填をしようということですね。 

○西川福井県知事  これは財務省といいますか、総務省もそうかもしれませんが、課

税ベースの拡大によって、税収減を避けようということですから、それはそれとしてや

っていただくということです。それはそれでよろしいんじゃないかと。 

○井戸兵庫県知事  課税ベースの拡大によって、財源を生み出して、それで東京以外

の５％の税率削減をやったらどうだと。 

○西川福井県知事  アイデアはそういうことです。 

○山田京都府知事  となると、移動がなかったら税収が減ってしまうということです

かね。 

○井戸兵庫県知事  課税ベースの拡大で埋めているから。 

○三日月滋賀県知事  横の軸が伸びるから。東京のほうの割合を上げるということで

しょう。そこの割合も変えるんでしょ、地方と都市部の。 

○西川福井県知事  いや、これは、それはどこまで厳密にやるかは、余りそこまでや

る必要はないかと。 

○山田京都府知事  だったら、今法人税率を下げる方向にあるから、東京の税率を上

げて、地方の税率を下げると、おっしゃるように均てん化していくと思うんですけれど

も。 

○西川福井県知事  もっといいと思いますが。 

○三日月滋賀県知事  地方の中小企業に影響を受ける可能性も。 

○山田京都府知事  まともに地方に本当に、我々の税収自身が、大丈夫かね。 

○平井鳥取県知事  これは多分その消費税が上がるときとか、それから外形標準課税
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とのてれこで実効税率を下げるという、所得課税とのてれこのところの調整を上手にし

て、その所得課税分の法人課税を減らすという趣旨かなと思っていました。ただ、それ

が多分大企業にはうれしいので効くんじゃないかなと、こういうことだろうと思います

から、いろいろこれは組み方だと思うんですね。税制全体が振りかわるときに、こうい

うように法人所得課税分を一番見えやすいところ、実効税率として。それを地方側に重

点的に減らすような形で仕上げたらどうかというふうに解釈すればいいんじゃないかな

と思ったんですが。 

○山田京都府知事  それだと私もずっと協議しているんですが、地方消費税は、消費

税の問題はどちらかと福祉に使うという前提で、ずっと先まで決まっているので、そこ

は難しいと思いますし、外形標準課税は、今回大企業をやりましたけれども、中小企業

の外形標準課税を上げるという話になりますから、逆に言うと中小企業にとっては、非

常にうまくやらないと大変厳しい話になりますけれどもね。 

○平井鳥取県知事  そこはその消費税が10％に上がるときが次のことになるかなと思

いますが、恐らく今後、これは今日の議論じゃないですけれども、いずれは地方団体全

体でも議論しなきゃいけない時期が来るかもしれないのは、やはり大都市部にどうして

も地方消費税といえども税率が引き上がった分が集中しますので、それで全体として法

人課税とか、あるいは交付税原資だとか、振りかえのもう１回目のタイミングが来るか

もしれませんよね。そのときもちろんその消費税は社会保障に使うんだということで、

当然積算はさせた上ということになりますが、上手にやらないとこの話が確かに混乱を

招くということかもしれません。 

○仁坂会長  荒井知事、どうぞ。 

○荒井奈良県知事  この企業活動と仕事の地方展開というのは、もう地方創生の本チ

ャン中の本チャンの課題で、この議論、それも参考になる分野でありますし、注目して

おります。大都市と地方が近畿では一緒になっておりますのでそれをどのように発展形

態をつくるかというのは、我々自身の大きな課題でもあるんだけれども、なかなか難し
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いなというふうには思っているし、また地方創生で大いに勉強にせないかん分野だと思

っています。その中で、一つは和歌山県が出された賃金のことですけれども、実は、有

効求人倍率全体が上がってきていて、都市から上がるんだけども、和歌山と奈良がいつ

も尻についていくというような感じで、都市が上がってもなかなか我々は追いつかない

ですよね。その中で実は、労働局が発表しているのは、受理地別有効求人倍率ですね。

奈良で就職したい人が大阪で申し込むと、大阪の求人になるものだから、有効求人倍率

は、大阪がプラスになんです。実は就業地別有効求人倍率というのも資料としてあるん

ですね。これについては、国の方で発表されていて、県の方も奈良労働局から資料を提

供してもらっています。就業地別有効求人倍率のほうが奈良はいいわけです。奈良で就

職したいという人は、受理地、大阪で申し込む人よりも上がってくるかなと。これを

我々としては就業地別有効求人倍率というのは、実数になるから、注目したいけども、

受理地別のほうが集計しやすいから、奈良労働局はそれで発表していると、そういうこ

とがあるという知識の報告です。 

 それと賃金も有効求人倍率の裏腹で賃金の差が職種別にあり、高い職種、看護師とか、

保育士とか、結構高いんですけれども、ほかの県を見ているとそうでもないと。奈良で

高いのに、ほかでそうでもないのもあるんですよね。この分析にはいつも興味を持って

いるんですけれども、働きやすいところへ行く、あるいは就職しやすいところへ行くと

いうのは、どのように動いているのかなというところが、国じゃなしに地域経済をどう

するかということなので、我々自身の研究テーマかなと思うんです。その中で、本社の

増減という統計があり、帝国データバンクがやっているんですけれども、この前、北京

で上田知事が誇らしげに発表されていました。埼玉が一番なんだよね、ずっと10年。近

畿では兵庫が４番目かになって、奈良は不思議に健闘して６番目になっている。それは

本社の大小にかかわらず数の増減で減るのと増えるのと差を10年間とっている資料であ

って、その本社の移転ということを我々課題にしています。、その本社の売り上げとか、

利益とか、その税制にはね返る面は、まだ統計が出ていなんだけど、本社の所在地の税
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金の納め方というのがまた一つあります。それがどんどん移動しているという、東京、

大阪からどんどん地方へ逃げているというか、減っているというのが実情です。 

○仁坂会長  どうぞ。 

○植田大阪府副知事  大阪ですけれども、福井県の出されたふるさと企業減税の関係

で、先ほど荒井知事がおっしゃったように、その近畿の中で地域間はどういうふうに関

係を考えていくかというのは非常に大きな課題であると、そのとおりだと思うんですけ

れども、少なくともここに書いていただいているように、今回の地方創生の課題という

のは、あくまで東京一極集中の是正なので、東京と地方エリアというのを分けて考える

と。例の企業移転財政でなかなかその関西なり中京圏が対象外になってしまうという議

論がありましたけれども、ここに書いていただいているように東京圏と地方との違いと

いうことで整備していただくということを改めて確認いただきたいと思っております。 

○井戸兵庫県知事  もう一つ、法人事業税の分割基準が平成17年以前は本社の従業者

数は２分の１にしていたんですよ。それを３兆円の税源移譲の際にあわせて、そのウエ

イトづけをやめちゃったんですね。したがって、今のように本社が東京一極集中してい

るような状況ですと、地方への配分よりも東京に配分されるほうが多くなってしまって

いると。だからこれの見直しを提言していかなきゃいけないんです。 

 私はそれとあわせて、結局稼いでいるもとはどこかというと、地方に所在している工

場が生産をすることによって稼いでいるもとになっているので、固定資産税の課税標準

か、または、各企業ごとに法人税の計算のときに使う償却資産、それを按分していくか、

そういう新しい分割基準の提言というのもしていく必要があるんじゃないかというふう

に思っているんです。我々ちょっと試算をしてみますと、特に償却資産は非常に効きま

す。それから従業者数はやっぱり本社は２分の１ぐらいにしておくべきじゃないかとい

うふうに思うので、その分割基準の提言をするかどうかを、ただ何となく手前みそにな

りかねなくて悩んでいるところなんです。兵庫県の独自要望にはいつも入れさせていた

だいております。 
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○平井鳥取県知事  理論的に言えば、その分割基準の問題は、多分、福井県のおっし

ゃるような地方に企業の本社を移させる誘因ということにはならなくて、今の現状での

その税源配分をどうするかだと思いますので、それは先ほど私のほうでやっていた地方

一般財源総額の確保、そちらのほうにもし皆さんのご了解をいただけるのであれば、そ

の分割基準の見直しというのは、むしろ地方一般財源の確保のほうに分類したほうがい

いのかなと思います。 

○仁坂会長  西川知事いかがですか。 

○西川福井県知事  いいんじゃないでしょうかね。 

○井戸兵庫県知事  ここじゃないほうがいいと思います。 

○仁坂会長  では、そこはそうまとめていただいて、そうすると構造問題とそれから

短期的な問題の２つに分かれると思いますので、前半の２つは徳島県でまとめていただ

いて、後半は今日の議論を踏まえ、当県でやらせていただきます。それでよろしいです

か。 

 じゃあ、次に行かせてもらいます。 

 その次は、子ども・子育て支援、１の（６）でございます。これも２項目ございまし

て、三重県から少子化対策についての提案趣旨の説明をお願いして、次に京都府から子

供の貧困対策について、説明の後、意見交換をしたいと思います。 

○鈴木三重県知事  それでは、時間も限られていますので、もう背景とか、細かいこ

とは申し上げずに、主要項目だけ申し上げたいと思います。 

 資料のうち、左上の、これまで補正、補正で続きました地域少子化対策強化交付金の

恒久化、拡充、そして特に結婚支援のところになかなか使えないというのがあるので、

弾力的な運用、そしてこの交付金も含めて、少子化対策について、これまでの延長線上

にはない規模の財源の確保ということが大事だということであります。山田知事に感謝

しなければならないのは、先般も石破大臣との議論の中でこの少子化対策について、し

っかり財源確保をすべきということもおっしゃっていただいておりまして、大変感謝し
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ております。 

 もう１項目は、上の右です。幼児教育の無償化、あるいは多子世帯の応援、こういう

ことについてもしっかり国においても取り組んでほしいということです。 

 そして下の一番右です。子ども医療費助成、これ各自治体でもやっておりますけれど

も、一定の部分については、全国一律として制度化をしてほしいというようなことでご

ざいます。この子ども医療費のところは、一律に加えて、個々のペナルティー措置につ

いても撤廃してほしいということでございます。 

 以上です。 

○仁坂会長  それでは、京都府お願いします。 

○山田京都府知事  今、生活保護受給者数が過去最高を記録しておりまして、217万人

と言われている。そのうち18歳未満の児童は、既に30万人と言われており、全体の14％

を構成しているという状況でありまして、そうした中でまた貧困の再生産という問題が

大変大きな社会的問題となっているわけであります。それだけにこの子供の貧困対策に

ついては、かなり思い切った投資をしていくべきじゃないかと。特に学校において、ス

クールソーシャルワーカー的なものをまず配置していかなければならないんです。これ

から国の計画でも５年間で１万人と言っているんですけれども、これでは全く足りない

のではないかなと思っておりまして、一つの学校に１人のソーシャルワーカーがいるよ

うな状況をつくっていかなければいけないと。それと同時に修学支援で言うと、財源の

確保が重要ではないかと。この点について、修学支援基金が終了いたしまして、高校生

の修学に対する支援が逆に減ってしまっているのは、時代の流れに逆行しているんじゃ

ないかと思っておりまして、その点からも高校生の修学支援についてきちっとした財源

確保をしていただきたいということをお願い申し上げたいと思います。 

○仁坂会長  それでは、まとめて議論したいと思います。どうぞ。よろしいですか。 

 どうぞ、鈴木知事。 

○鈴木三重県知事  京都府で出していただいた資料の左側のプラットフォーム、学校
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プラットフォームとしては地域連携ですけれども、我が県も平成24年度から27年度で県

単で類似の事業を中学校区ごとに40中学校区でモデル的にやってみました。こういう学

習支援と、あと体験活動とかの支援で自尊感情を向上させていこうというようなことを

やりまして、その成果として、例えば夏休みの小学生の課題提出率が向上したとか、あ

るいは進路は将来の目標に対しての意欲が向上したとか、地域に対する愛着や帰属意識

が高まったというようなことで、当然こういう貧困としての支援に加えて、今申し上げ

たような成果が出ている事業でありますので、この京都府が出していただいたこの左側

のプラットフォームの事業についても大変重要であると思いますので、ご提案をしてい

くということで賛成でございます。 

○仁坂会長  よろしいですか。 

 それでは、三重県の中にも貧困対策があったんですけれども、そこは京都府にまとめ

てもらうことにして、三重県の残りのところと、それから京都府で、それぞれ取りまと

めをお願い申し上げます。 

○井戸兵庫県知事  放課後児童クラブの補助金が足らないんですよ。だから、その充

実も触れていただきたいです。 

○鈴木三重県知事  わかりました。 

○仁坂会長  それでは、次に行きます。 

 社会福祉の充実にかかわる生活困窮者対策における就労支援の強化について、滋賀県

から提案趣旨の説明をお願いします。 

○三日月滋賀県知事  滋賀県資料をごらんください。ポイントを絞って説明をいたし

ます。３点です。 

 １点目は、先ほどの京都府、三重県からのご提案にも関連するんですが、生活困窮者

に対する、やはり就労支援の必要性ですね。とりわけこの左下のグラフをごらんいただ

ければと思うんですが、40歳以上の無業者の比率が全国的に増えてきております。した

がいまして、地域若者サポートステーションの対象年齢は39歳までなんですが、これを
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59歳まで拡大すること、あるいは、40歳以上を対象とした就労支援制度を特別につくる

ことを提案すべきではないかと。 

 ２点目は、就労訓練、いわゆる中間的就労の終了者を雇用した企業のメリットですね、

サポートですね、これをつくる必要があるのではないかという観点から税制優遇措置や

助成制度の創設を提案したいと。 

 最後は、先ほどの話にも関連するんですが、やはりひとり親家庭の子供たちの貧困問

題、また、その貧困の連鎖ということが非常に課題になってくるということで、右下の

グラフをごらんのとおり、ひとり親家庭の貧困率がやはり群を抜いて高いという状況か

ら、こういった就労支援に取り組んでいる企業に対する認定制度、または就労支援制度

の拡充というものを求めたい。 

 ３点でございます。 

○仁坂会長  ありがとうございました。 

 これにつきまして。ございませんか。 

 それでは、そういう方向でよろしくお願いします。 

 次に、１の（８）文化資源等の振興であります。 

 ２項目ございまして、まずは兵庫県、徳島県の順にお願いします。 

○井戸兵庫県知事  兵庫県の資料の裏をご覧いただきたいと思うんですが、兵庫県と

県内市町分だけですけれども、スポーツ施設や文化施設を並べていますが、建築後31年

以上の施設が317ありまして、ほぼ半数を占めているという状況になってきています。公

立のスポーツ・文化施設を有効活用していくということは、これからも必要な事柄であ

ります。これからの高齢社会を考えたときに、スポーツや文化活動に高齢者が参画して

いただくことは、高齢者の健康維持や健康保持にもつながりますし、それから地域創生

で言っております個性を生かした地域づくりにも関連することにもなります。今総務省

がやっておりますのは、再編した場合に助けるぞと、それから壊す場合を起債の対象に

認めるぞというだけになっていますので、再編や再整理して廃止をしたり、改変する場
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合だけではなくて、単体でも長寿命化をしたり、耐震化をしたり、あるいは建て替える

場合をどうするかというのはありますが、建て替える場合でも何らかの財政措置をしっ

かりと制度化してほしいというのがこの要請であります。 

 先日全国知事会で、石井知事に地方税財政常任委員会で取り上げてほしいということ

を言いましたら、「いやいや片山知事時代に地総債はどうかと、つまり交付税の後づけ

なので、それは財政秩序を乱すからだめだというふうにして、整理したじゃないか」と

反論を受けたんですが、それはそれで、その時点での議論ですし、今は資料にあります

ように大変老朽化だとかが進んできていますので、何らかの対応が必要なのではないで

しょうか。ぜひご賛同いただけるとありがたいなと思います。 

○山田京都府知事  私自身は、これから東京オリンピック・パラリンピックがある。

そしてワールドマスターズもやる。文化・スポーツ両面で今、スポーツ庁も出来ようと

している。長寿命化だけではなくて、私、新設もいいと思うんですね。 

ただ、問題なのは、前回の地総債のやり方は、40％も50％も交付税算入していく。そこ

にモラルハザードを起こしてしまったんじゃないかと。それだけの交付税措置があった

らみんなつくろうと思ってしまいますから。だからモラルハザードが起きないような制

度にすべきじゃないか。つまり共通部分として、ある一定の部分だけは交付税で見てあ

げましょう。それは多分10％から20％の間だと思います、せいぜいいっても。30％まで

いくとちょっとモラルハザードが起きるような気がするんですけれども。だから例えば

修繕とか、そうしたものについては、３割ぐらい認めると。新設については、基本部分

として10％から20％ぐらいをを財源で見るというような形でモラルハザードが起きない

ようにしていく。それによって、ある面でいうと、スポーツや文化のこれからの時代に

合った均てん化といいますか、広域的な形でやる場合だと思うんですけれども、そうし

たものはこれからの時代に必要ではないかと思いまして、ぜひともそういうものも入れ

ていただきたいなと思います。 

 前の地総債の片山さんの議論は、私はやはり交付税算入の率が高過ぎたためにつくら
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なきゃ損みたいな雰囲気をつくってしまったのが一番大きな問題だったし、それが逆に

言うと多くの財源が特定の地方公共団体に行くことによって不公平も生まれてしまった

ために交付税の補助金化を招いたと思いますので、そこは理論的に整理してやるべきじ

ゃないかと思います。 

○荒井奈良県知事  井戸さんのこのアイデア等、大賛成ですので、ぜひ頑張ってくだ

さいね。使わせていただきます。財源ができたら使う道はたくさんあります。 

○井戸兵庫県知事  山田知事がおっしゃるように、どこまでがいいのかというのはあ

るんだと思うのですが、今のフレームで再編整備をする際、施設を潰したり、あるいは

再編整備計画に基づいて、残す施設を改良したりする場合は50％ですよね。だから、私

は実を言うと50％と言いたいんですが、この辺は率の議論もあると思いますので。ただ、

10％や20％だとちょっと小さいんじゃないでしょうか。 

○山田京都府知事  やはり地総債の反省というのは我々は考えなきゃいけない部分が

あると思います。僕は特にワールドカップとか、ラグビーをやっているときに、交付税

が一部の自治体へ過剰に入るような形というのは、私は基本的に避けるべきじゃないか

と思うんです、交付税の性質から言いましてね。ですからできるだけ多くのところに均

てん化した形で基礎的な部分として交付税が出ていく。あとは補助金等をまたつくられ

るならばつくっていけばいいと思うんですけれども、交付税という地方公共団体全体の

財源の中で特定の施設に５割とか、入っていくのは、交付税の性格をゆがめるおそれが

あるので、そこは下げるべきではないかなと私は思います。 

○井戸兵庫県知事  片山井戸論争がありましてね、あのとき。大分２人でやり合った

んですが、やっぱりムードとしては縮小ムードの時代でしたから反省をしようというこ

とになってボリュームを徐々に減らしていたんですね。今、なますを吹いている感じが

ちょっとありまして、みんなだめにしちゃっているんですね。ですから突破口をぜひま

ず開くというのが大事です。 

 それで補填割合をどのぐらいにするかというのは、これはおっしゃるようにバランス
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があるでしょうから、その辺のバランスはとっていただいたらいいんじゃないかと思い

ます。ただ、要望のときに言わなければいいんじゃないですか。 

○山田京都府知事  どうでしょう、それだったら再編整備とか、修繕は今までどおり

４割、５割入れていくと。新設は10％ぐらいか15％でやられたら。 

○井戸兵庫県知事  修繕や老朽化対策などが４割だとすると、新設は２割。 

○山田京都府知事  そのくらいだと思います。 

○仁坂会長  西川知事。 

○西川福井県知事  さっきは東京と地方と言いましたけれども、今度は大都市と田舎

というか、例えば鳥取とか福井なんていうのは田舎だから大した施設はないんですよね。

しかし、兵庫県なんか大きい、公のものなのがサッカーだとか、野球とか大型スポーツ

施設とか、あれは誰がつくって、誰のものなの、あれ。よくテレビに出てくるようなあ

あいうところは。 

○井戸兵庫県知事  例えばノエビアスタジアムというサッカー場は、神戸市がつくり

ました。 

○西川福井県知事  福井県なんかサッカーも見れないし、プロ野球もめったに来ない

しね、だからその辺にとったらもう少し田舎と、それこそ、やや大都市で何かバランス

があってもいいと思うけどね、財政的にね。 

○井戸兵庫県知事  難しいね。つまり地域区分で差を設けろという話になるね。 

○西川福井県知事  だからすごくでかいものを。 

○山田京都府知事  それは財政力でちょっと分けてもいいかもしれません。 

○井戸兵庫県知事  ああ、それはあるんです。 

○山田京都府知事  はい、財政力で。 

○仁坂会長  私もちょっと参戦いたしますと、山田知事の国全体のバランスを考える

議論には敬服をいたしますし、それからもう少し企業経営者的センスからいえば、そん

なもの引当金を積んでおくのではないかとか、減価償却はどうしたとかいう議論はある
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と思うんですけれども、和歌山県も貧しいとはいえ、やっぱりそういうのは幾つかある

し、荒井知事のように井戸知事に頑張ってもらってやっていただくということで賛成で

す。 

○荒井奈良県知事  今の議論をよく聞いてみると、上のほうの高齢化社会の対応と東

京オリンピックへの対応と全く違うという議論ですよね。下のほうは、新潟市を視察し

たときに、これ地方交付税を集めてつくってしまったんだよと山田知事が言っていたの

を覚えている。でかいものをつくろうとサッカーワールドカップに向けてつくったと言

ってたけど。どこかでかいものを一発ということと、上のほうの高齢化社会の対応とい

うのは、各地域にいる高齢者の多いところで居場所をつくろうと、今スポーツ施設とか、

歩く温水プールというのはもう高齢化社会で必須ですよね。そういうようなものを津々

浦々歩いていって歩く施設をつくろうというセンスとオリンピックに向けてでかいもの

をつくろうというのと、これ全然ちょっと手法が違うのかなと議論を聞いていて思う。

だから、オリンピックで、ワールドカップ、あるいはマスターズでもどこかで大きなも

のをつくるから国がやると。これは交付税というよりも補助金のような気がするんです。

あるいは高齢化社会になると年寄りなりの居場所とか、若者のギムナジウムで自由で育

てるとか、これは交付税で面倒を見てほしいなという感じはする。どこかでこれ、ちょ

っと理屈として分かれてくるのかなと。井戸知事に頑張ってほしいのはそうなんだけど、

奈良県の重点というのは、高齢化社会の対応とか、元気で長生きできる施設はスポーツ

施設とか文化施設ですよと。おでかけ健康づくりというのはこれから必要ですよという

ようなセンスがより強いというだけ申し添えさせていただきたいと思います。 

○井戸兵庫県知事  これ東京オリンピックまで入っているから変な話で、ワールドマ

スターズゲームズは、基本的に既存施設を整備するから新設施設がない。だから既存施

設の整備ということで、長寿命化だとか、耐震化だとかいうのを前提にして入れている

んですが、荒井知事がおっしゃるようにちょっと次元が違う話になっている可能性があ

りますね。大きいものをどんどんつくっていきましょうと言っているつもりは全くない
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です。身近な施設を整備していこうということです。 

○山田京都府知事  ですからやっぱり前のときの批判というのは、５万人、６万人も

入るようなスタジアムの建設費の半分を交付税で見るような、とても日常的なものでは

ないところに交付税を使ったところが批判のもとになったんだと思います。ですから、

今だと例えばＪリーグですと、２万人ぐらいの規模でかなりのところがめざしている。

だからどこまでのものをやるのか。そしてスポーツというものを称揚していくことは高

齢社会にも通じると思いますし、若者のこれからの健康とか、社会全体の活気にもつな

がりますので、そこら辺は整理をして、また段階をつけて要望していただければありが

たいと思います。 

○井戸兵庫県知事  横浜のサッカースタジアムは650億円なんですね。それで埼玉のサ

ッカースタジアムは700億円じゃなかったかな。補助金との絡み合わせだからね。それで

も交付税が200～300億円入っていると思いますね。 

○仁坂会長  いや別にそれは要りません。要りませんというのは国体は自力で全部整

備しました。 

○井戸兵庫県知事  抱き合わせするつもりはないんですよ。以前は、補助事業とそれ

からその地総債の抱き合わせスキームをつくりました。 

○西川福井県知事  プロ野球とかサッカーの試合を田舎でやるときの誘致１回分の交

付税のほうがいい。プロ野球を福井県でやるとか、鳥取県でＪリーグの試合をやるとき

に何かお金をもらったほうが我々としてはおもしろいという感じがする。 

○仁坂会長  ということで、今のも踏まえてまとめてください。 

  徳島県どうぞ。 

○熊谷徳島県副知事  もう最後ですので、簡単に。 

 近畿ブロックを初め、全国各地に世界遺産になる可能性を秘めた地域資産がたくさん

あるわけでありますけれども、その世界遺産登録のステップとなります世界遺産暫定一

覧表につきましては、文化庁で平成18年、19年に公募して以来、追加記載に関する調
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査・審議がされていない状況であります。そこで、世界遺産暫定一覧表の追加記載に向

けた具体的検討を開始するようにお願いをすることと、またそこに新たな候補資産の公

募を再開することを国のほうに提言していただきたいと思います。 

 また提言とは別でありますけれども、この近畿ブロックにはたくさんの世界遺産や日

本遺産がありますので、それをめぐるような観光ルートの開発を進めていったらいかが

ということも提案をさせていただきたいと思います。 

 以上です。 

○仁坂会長  平井知事、どうぞ。 

○平井鳥取県知事  賛成です。それに加えて、こうした世界遺産を初めとして、これ

からオリンピック・パラリンピックをめざして外国人の観光客を引き込む、そういうツ

ールをもっともっと強化していく、そのことをあわせて提案をしていただければありが

たいと思います。 

 例えばこのたび、世界ジオパークネットワークの運動が実りまして、ユネスコの執行

理事会で４月21日にパリで決まりましたのは、次の総会で正式プログラム化を議論する、

議題とするということが決まりました。このユネスコの総会が11月３日からやはりパリ

で開催をされます。それに向けまして、そこでの正式採択、これになりますと世界遺産

などと同じようなユネスコプログラムにジオパークがなりますので、これもそうした魅

力をふやすツールになると思います。 

 また、あと日本遺産が先般、いろいろと選定をされました。これが世界遺産のこの予

備軍の話とどう絡んでいるかよくわからないところもあるんですけれども、せっかくそ

ういう制度もつくったわけでありますから、日本遺産を海外へもＰＲすること、これも

しっかりと国でもやってもらいたいというのもあわせて提案をしていただければと思い

ます。 

○仁坂会長  どうぞ。 

○井戸兵庫県知事  徳島県と兵庫県で一緒になって、鳴門の渦潮を世界自然遺産にし
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ようというムーブメントをおこしておりますので、ぜひご賛同いただきますとともに応

援をしていただきましたら幸いです。 

○仁坂会長  よろしいですか。 

 それでは、徳島県さん、意見を踏まえて取りまとめてください。 

 最後に意見交換ということになっています。大変重い問題を荒井知事から提案しても

らいましたので、少し議論をしたいと思います。ということでよろしくお願いします。 

○荒井奈良県知事  時間が押してるので余り説明に時間をとってはいけないんですけ

れども、国に要望ということじゃなしに、我々がもう少し考えなきゃいけない課題とい

うことで、１ページ目を見ていただきますと社会保障制度改革の地域医療構想と医療費

適正化計画と国保の県営化と、この三つが知事権限として一挙に出てきております。一

元的にこの立場が出てきておりますので、これを一体的に取り組むのを各県に任されて

しまった、投げられたというような感じでございますので、これにどう取り組むかとい

うのが我々の課題だということを問題提起、アテンションをさせていただきたいという

のがこの本旨であります。 

 ２ページ目は、都道府県の差異分析をいろんなところでし始めていて、近畿の１人当

たり医療費というのはこのくらい差があります。また、それが実は反映していないんだ

けども、国民健康保険料の１人当たりの差がこのようにあります。これはどうしてかと

いうことが課題を探る糸口というふうに考えてずっと見つめております。 

 ３ページ目になりますが、実は医療提供の大きな権限は県にありますが、介護などは

市町村にありますし、困窮対策、福祉は市町村がやりますので、市町村と県の連携とい

うのが必須です。これは国がよく知っていて投げたという老健局と医政局各局が分かれ

ていたのが今度は一緒になって投げたというようなふうに思います。しかし、市町村と

一緒になってやる県の役割はとても大きくなってきているということをちょっと強調し

ておきたいと思います。奈良県では、市町村との協力体制をいろんな分野で進めており

ますということを。 
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４ページ目は県内の市町村のこのような差異分析を始めておりますが、１人当たり医

療費では市町村間で1.6倍ぐらい、1.7倍の差があるんですが、ずっとその差があるんで

すね。国民健康保険料も２倍以上の差があるんですけれども、人口構成とか、病院がい

ろいろやっているとか、いろんな差があります。 

 ５ページ目では、医療提供体制に向けて、エビデンスベースドでしたいというので、

エビデンスを集めて分析をすることを始めております。 

 ６ページ目は救急医療、奈良県は遅れておりますが、この各県の救急搬送時間という

ことでお見せしています。国のほうは救急、救急と言っておりますけれども、ＥＲ型の

トリアージというのを院外でやるか、院内でやるか、診療科は別に回されているという

ようなことが実情でありますので、これを解決するような糸口になる、そのＥＲ型の救

急体制を、お金もかかるんですけれども、二つつくろうかということをやり始めており

ます。この医療費の大きな課題は、終末期医療ですね。それと在宅医療など診療科ごと

に薬をたくさんもらって手のひらに乗せられないほど薬をがばっと飲んでおられるお年

寄りが多いというようなこと。それと高齢者が独居で救急車で運ぶと大体1,000万円ぐら

い使ってしまう面もありますので終末期をどう迎えるかというのが、これは大きな課題

で、これは国でなかなか言えないので、地方でこの答えを出していかなきゃいけない大

きな課題になっているように見えます。会長からこの医療部会に行けとおっしゃったの

で、多少この分野の勉強を一生懸命しておりますので、取っかかりになる資料として、

情報資料提供ということでさせていただきました。 

 以上です。 

○仁坂会長  ありがとうございました。 

 何か皆さんコメントがございましたらどうぞ。私から取っかかりで発言させていただ

きます。 

 全くこれは、大変な問題だと思っております。マクロで国のこともいろいろ想像する

と、こういうこともやらないと仕方がないなと思うので、余り抵抗せずに実行していこ
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うと思っているのですが、理論的に言うと量をコントロールするのを府県でやりなさい

ということになっているんです。ところが自由主義、あるいは資本主義の世界では、量

をコントロールするためには、価格が効くんです。価格は何かというと、医療の提供体

制の場合は、診療報酬だと思うんです。診療報酬は一律に国が全部握りしめているけれ

ども、地域の実情に応じて量をコントロールしなさいと言われても理論的に絶対できな

いことなんです。しかし、やれということに法律でもなっているから努力はしようと思

っているのですが、少しその辺をいろいろコントロールできるような手段ももらわない

と本当はできないんじゃないかと私は思っています。だからしないというわけじゃない

のですが、一言追加でコメントを申し上げました。 

 他の方、いかがですか。どうぞ。 

○井戸兵庫県知事  おっしゃるとおりで、この地域医療構想も医療費適正化計画も手

段がないんですよね。我々、計画はつくるんだけれども手段がない。診療報酬を指摘さ

れましたが、病床規制も完全に一律に人数に応じて病床規制をしてしまっているんです

ね。弾力化が本当に認められていない。ですから、私はこの間、診療報酬についても１

割ぐらい上乗せとか、下振れとか、そういうような１割ぐらいのインセンティブ枠とい

うのを残してくれたらどうだというのと、それから病床規制についても、一部弾力枠を

残したらどうだろうという提案を塩崎大臣にしたんですけれども、どこまでやってくれ

るかという状況を報告させてもらいます。 

○仁坂会長  山田知事どうぞ。 

○山田京都府知事  一番問題なのは、何をもって適正な医療費というのかという問題

でして、そこの知見が都道府県にない中で医療費の適正化を求めるというのは、要する

に単に医療費を節約しろというだけの話になってしまう。これから高齢化時代になって

いけば、当然病院にかかる人は増えていくわけですから、それを抑制するのは、はっき

り言って自然の摂理に逆らっているわけですね。そのときの問題というものをきちっと

分析して把握していかなければいけない。そうしたデータ把握の制度ですね、本来なら
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ばマイナンバーが出来たときに薬が出過ぎているとか、検査が多過ぎるとか、そういっ

たものがきちっとわかるような制度になってこないことには、本当の面の適正な医療は

何かということを都道府県が把握できない状況になってくると思います。ある面では、

これは社会主義的な発想を入れていかなければならない分野なのかなと思っておりまし

て、そのあたりのことをもう一度みんなで真剣に考えていかないと、単に我々財務省の

かわりに医療費を減らす機関になってしまうということについては、非常に危惧してい

ます。 

○平井鳥取県知事  今の山田知事のご意見などにも近いんですけれども、これ、恐ら

く今回の社会保障改革、法案は成立しました。それで国民健康保険は、とにかく県にや

ってくることになるわけでありますが、財務省など、厚労省もそうだと思いますが、と

りあえず県に移して、それで総額をカットすると。あとは適当に県で始末してくれとな

りかねないところがあります。ですから、これからよほど我々のほうも、今回の改革は

受け入れましたが、今後のフォローアップを注意してやらなきゃいけないと思います。 

 一つはそうした国の策動に対する意見を適切にやっていく。その意味で国、地方の協

議をこの医療保険改革の部分で強めていかなきゃいけないというのが一つあると思いま

す。 

 あともう一つは、やはりレセプト情報だとか、そうしたところに宝の山があるはずで

あります。例えばこの医療機関がたくさんお金がかかっている。そうであれば、そこに

医療指導に行くというような循環ができなければなりませんが、今、そうしたツールが

県に与えられていなくて、単に市町村ごとのその医療費の足し算をして、その足し算を

したものを県の保険財政としますということしかないわけでありまして、これでは丸裸

で戦えということになってしまいます。ですから、そうした実態に切り込んでいくだけ

の権限だとか、それについての国のほうの支援策等も含めて、もう少し突っ込んだ議論

を医療保険改革についてやっていかないと、法案は通ってしまいましたので、大変なこ

とになるのではないかと思います。 
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○西川福井県知事  この問題に関して、今、仁坂会長がおっしゃったとおりなんです

よね。それで今、ほかの人もおっしゃいましたが、いろんな手段があり、また知事会と

してもいろんな機会にしっかりした議論を国に申し上げるということが必要だと思いま

すが、私は全国の自治体病院の会長をしているんですけれども、600余りの都道府県市町

村の公立病院、病院は1,000ぐらいありますけれども、診療所を含めてですね。それで医

療問題で一番のポイントは、診療報酬なんですね、今おっしゃるように。それで、我々

もその問題を毎回陳情したり要請しますが、診療報酬の委員会というんでしょうか、そ

の委員会に知事の代表が入っていないのではないかと思います。だからあれをぜひ何ら

かの方法でやるのは、これ、引き受ける以上は極めて重要な一つのポイントだというふ

うに思いますので、そういう議論の是非とか、いろんなことをして、そういうことがな

いのであれば、ぜひやるべきかなというふうに思います。 

○鈴木三重県知事  奈良県の救急医療の取り組み、ここのところに５ページに書いて

あるｅ－ＭＡＴＣＨシステムは大変すぐれたものでありまして、私どもも平成26年度か

らＭＩＥ－ＮＥＴというのをやらせていただいているんですけれども、まさにここに書

いている収集したデータを分析してということが大変重要で、我々も、例えば津市とい

う、県庁所在地周辺のところだと、送り込む候補の病院はたくさんあるんだけれども、

そこにマッチングすることの課題というのもあれば、例えば伊勢とか南のほうの病院が

少なくて、もうここに持っていくしかないんだけれども、それまでの時間をいかに短く

するか、あるいはその間にいかに治療ができるかというようなことで、その地域ごとに、

特に奈良に北と南とあると思いますので、地域ごとにそれぞれの課題があると思います

から、そういうのをやっているような地域が県とかで、その課題を共有し合って、処方

箋がうまくいくようなことが参考になるようなものがあれば、それはともに考えていけ

るようなこと、意見交換、情報交換もできるといいのかというふうに思っています。 

○荒井奈良県知事  このテーマは大変関心がおありになって有益な意見、反応があっ

て大変うれしいという感じです。みんな考えているはずなんだけどなと思って出したテ
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ーマだったんですけれども。それで議論を進めて、一つの地域ごとに千差万別という感

じなんですね、医療受給と事情が千差万別。ベストプラクティスの地域があるんですね、

パフォーマンス、医療費も使っていないし、パフォーマンスもいいという地域があるん

ですよね。どうしてかというのを我々自身で探求しないというのが一つの分野。それが

今のところ大体はいろいろなんだけども、地域の医者にしろ、首長にしろ、地域のリー

ダーが情熱をかけてやるとすごくよくなる。有名な岩手の沢内村とか、奈良でいうと山

添村のお医者さんとか、小さなところだとすごくよくなる。圏域でよくなるかどうか、

我々は試されていて、地域のリーダーの差がすごく出てきますよと、こう言いたいぐら

いなんだけど、国の責任じゃないんです、我々の責任だと言いたい。権限がないからと

か言ってられないんですよ。手法はいろいろある。同じ今の状況でこんなに差があるの

はどうしてですかと聞かれたときに、我々は答えようがない。それは我々自身が分析し

て、あそこは彼がやったからとか、こういう事情があるからということを分析せないか

ん。我々自身の分析をせないかんのじゃないかと私は思うわけなんだけど、そのために

いろいろ地域差異分析、要因分析を奈良はやっていこうかということが一つなんです。 

 その中でいろいろ国の制度は、あるようでないようなことが多いので、価格もそうだ

けど、医療圏というのも病床規制をやるために、２次医療圏をつくっただけなんだけど、

医療圏をやると高度医療圏は広いし、急性の医療圏はもう少し弾力的だし、地域の医療

介護、あるいは在宅医療の医療圏というのはものすごく小さくなる。これは市町村と連

携しないといけない、介護医療、総合の医療圏と。だから医療圏の範囲をいろいろ分け

てつくろうかなと。地域医療圏は勝手につくってもいいやというような感じが一つ発想

として出てきているわけです。国のある医療圏はキャップ制の病床規制のための医療圏

にすぎないわけなので、それはそれで余り集中しないようにしていたというだけだから

効果が限定的であるわけでありますけれども。 

 それと何と言っても現場に近いのは我々だし、公立病院もあるんだから、何か手を尽

くせばいろんなことができるような感覚はとてもあります。県知事ができないと日本の
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医療は全然よくならないんじゃないかなというぐらいのことです。もう中央なんかはも

う本当にお任せみたいな感じなんですよ。お金も渡すけど、渡し方ももうひとつ医療の

交付金なんかもわからないというような感じなので、その差異とベストプラクティス追

求モデルを出すというのが一つ大きなこと。仁坂知事おっしゃったような価格の診療報

酬、全国一律の価格というのは、これは珍しいので、メリットもあるんだけれどもマー

ケット的にはなかなか不思議だなと。一物一価というんだけども、一物というのはわか

らないわけだね、医者がやるのはこれ一物だと。だから一物が診療科ごとにたくさん出

て、どっと薬が患者に集中するといったような状況なので、それをエビデンスでこんな

ことになっているんだけれども、これは直したほうがいいんじゃないかと言えたら、ま

た主張したいというふうに思います。制度改革も試行して、それは厚労省は受け入れる

というふうに思うんですけれども、医師会なんかもっと医療費が要る要ると主張してき

ているわけなんだけど、これほど要らないんじゃないかというぐらい感覚はあるんです

よ。やり方だということで、全体としては伸びることは間違いはないんだけれども、今

みたいな医療費の使い方を医師会がしていて、そんなに医療パフォーマンスがいいわけ

じゃないのになと。健康志向は総力ですよね。健康長寿の手法は総力だと。そんなよう

なことができるのは、県知事のこの地域のサイズ、大都市はより難しいように思うんで

すけれども、奈良県みたいなサイズは割と取っかかり、値打ちがあるのかなという感覚

がありますので、ちょっとご報告させて、きょうはいろんな角度から有益な意見をいた

だいたので、ちょっと感激いたしました。 

○井戸兵庫県知事  これ、焦点が医療だけになっていますが、介護保険制度の運用も

上手にかみ合わせていかないといけないところがあるんですよね。 

 それと荒井知事がおっしゃった医療費の地域差というのは、医療機関が少ないところ

ほど医療費が少ないという物理的傾向にあります。ただ、ちょっと北海道は違うんです

よね。そうするとどう考えるべきなのかとかいう面もないわけじゃありません。ただ、

いずれにしても非常に重要な問題ですし、我々責任を負わされていますから、その責任
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をどう果たしていくか、どこまで果たせば我々の責任を果たしたことになるのか、これ

が非常に重要なポイントに今後なってくると、このように認識しておいたほうがいいと

思います。 

○仁坂会長  いろいろな議論が出ましたが、最後の最後にまた一言申し上げますと、

和歌山県は、一生懸命やるぞと思っているんですけれども、そうは言っても、先ほどま

さに井戸知事が仰ったように、インセンティブで少し釣らせてくださいというような制

度改正を今度県レベルでは政策要望しようと思っているんです。さはさりながら、それ

だけできる話でもないし、荒井知事が仰るようにこれから手法をいろいろ勉強しながら

やっていかないといけない。ということで、やっぱり一番うまくやっているところを真

似すればよいわけですから、これだけたくさんの府県がいますので、情報交換などを一

生懸命やらせていただいて、いろいろお互いに勉強させていただきたいなと思っており

ますので、そういうことで本件はよろしいでしょうか。 

 それでは、全体が終了しましたので、これをもって閉会でございます。 

 最後に京都府、それから特にこの会場を貸していただいた京都銀行の２機関に対しま

して、心からお礼を申し上げます。ありがとうございました。 

○事務局  それでは、記者の方でご質問がありましたら受けたいと思うんですけれど

も、時間が押しておりますので、これだけはというご質問がありましたらお一人様お受

けしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○記者  日本経済新聞の種田と申します。北陸新幹線の大阪延伸についての議論がご

ざいましたけれども、ルートについてはきょうは余り深入りしませんでしたが、今後こ

の扱いについて、このまま、げたを預けてほかの機関、あるいは国などにルートを一任

する形になるのか、あるいはいつか時期が来れば、また議論するのか、そこら辺はいか

がでしょうか。 

○仁坂会長  会長として申し上げますと、それも含めて今、私がこうですという材料

がないというのが現状だと思います。ただ、だからといってずっとやらないかというと、
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そんなことはなくて、いろんな話は日常的にもある話だし、どんどん提言したり、情報

交換をして、それで我々としては一刻も早く北陸新幹線の関西への接続を実現できるよ

うに力を合わせて頑張っていきたい、それぐらいしか言えないかなというのが現状です。 

○事務局  じゃあ、最後に。 

○記者  毎日放送です。済みません、ちょっと鈴木知事と三日月知事にお伺いしたい

んですけれども、先日の熊の被害について何かお二人でお話しされたりとかはされまし

たでしょうか。 

○鈴木三重県知事  この議題と関係ないことでもいいんですか。 

○仁坂会長  いいです。 

○鈴木三重県知事  今回まず、けがをされた方に対しての心からお見舞いと早く回復

をしていただきたいということ。それから県境を越えて、そういう放獣をしたというこ

とと、それを連絡をしなかったということについて、私のほうから三日月知事に謝罪を

させていただいて、そしてそれを含めて両県で協力をして、もうこれ以上の被害を出す

わけにはいきませんので、この捜索活動をともに協力してやりましょうということをお

話をさせていただきました。 

○事務局  よろしいですか。 

 それでは、これで記者会見を終了させていただきます。ありがとうございました。 

閉会 午後 ５時３５分 

 


